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本書は、タイトルの「合格へのはじめの一歩」とあるように、はじ

めて社会保険労務士試験の勉強に取り組もうとされる方に向けた１冊

です。社会保険労務士に求められる事柄や仕事の内容、また試験制度

についても詳しく触れた手引書となっています。

社会保険労務士という資格の性質上、試験科目の多くが法律です。

しかし、ここで学ぶ法律は実生活にも役立つ、日常生活と関連付けて

理解できるものです。社会保険労務士を目指したいけれど、勉強は難

しすぎるのではないか、法律の知識がなくても試験に合格できるのだ

ろうかと不安をもたれる必要はありません。

本書を手に取っていただき、まずは社会保険労務士というものの概

要をつかんでいただければと思います。そして、実際に学習を始める

にあたっては、本書で社会保険労務士試験の全体像をつかんだ後、細

かい部分の知識を身につけることで効果的な学習ができます。そのた

めにも、まずは基本となる土台部分の勉強から始めましょう。その土

台にあたるのが本書です。

本書を読まれ、社会保険労務士に興味をもった、あるいは、面白そ

うな勉強だなと感じていただければうれしいです。合格するために

は、何より興味をもって楽しみながら学習を続けることが大切です。

社会保険労務士を目指す皆さん、まずは「社労士合格へのはじめの

一歩」からスタートしていきましょう。

2019年７月

TAC社会保険労務士講座講師　貫場 恵子

はしがき
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本書の効果的な学習法

２　入門講義編で社労士試験の学習内容の概要を学びましょう！

１　オリエンテーション編で試験、資格について知りましょう！

社会保険労務士試験で学ぶ全科目の入門講義に進みます。まずは、CHAPTER０で、
労働法・社会保険法という大きな枠組みをつかみ、CHAPTER１から順に読み進めてい
きましょう。主要なテーマで、かつ、知識理解のための土台となるものを、わかりやす
くまとめています。法律の勉強がはじめての方でも無理なく読めるよう、やさしく身近
な言葉を使った本文で、図解も満載。楽しく読み進めていくことができます。１つの
CHAPTERを読み終えたら、知識確認として、過去問チェック！を解き、実際の試験問
題も体感してみましょう。

まずはスタートアップ講座からはじめましょう！　社会保険労務士の仕事内
容、試験の実施日程や試験問題の形式、さらに合格までにどのような勉強をし
ていくのかが、イラストとともにわかりやすく掲載されています。

8

Section

1
CHAPTER 1　労働基準法

労働基準法とは？

労基法は、適切な労務管理を行うため、労働
条件についてさまざまなルールを定めていま
す。たとえば、１日の働く時間や休憩・休
日、賃金の支払い方を定め、会社側はそれを
必ず守らなければなりません。労基法は労働
者を救うための法律ですが、会社がこの法律
を守ることにより優秀な人財を確保し、生産
性の向上や企業業績を上げることにもつなが
るのです。

労基法違反は、罰金をとられたり、懲役刑になることも！
こうして労基法の効力を確実にしています。

 1 労基法の目的は？ 

労基法の基本的な理念は、「労働条件は、労働者が人たるに値する生
活を営むための必要を充たすべきものでなければならない」とした労働
条件の保障です。また、労基法で定める労働条件の基準は最低基準であ
り、この基準を理由に労働条件を低下させてはならず、その向上を図る
ように努めなければなりません。

使用者とは板書

CHAPTER1　労働基準法　過去問チェック！

問1 　Section1 3

労働基準法にいう「使用者」とは、その使用する労働者に対して賃金を支払う者を
いうと定義されている。（H26-1E）

問2 　Section2 2

使用者は、満60歳以上の労働者との間に、５年以内の契約期間の労働契約を締結
することができる。（H25-6B）

●Section●はこんな話
まずは概要をイラストとともに確
認してから学習スタートします！

●板書
重要ポイントが
一目瞭然です！

●過去問チェック！
入門講義を読んだだけですぐ解け
る問題を厳選しています！
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By 滝澤ななみ

オリエンテーション編
合格へのはじめの一歩

スタートアップ講座
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××社労士
事務所
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社労士＝人事・労務管理・社会保険のスペシャリスト

社労士の業務

社会保険労務士の業務を

  徹底解剖!!

社会保険労務士資格の魅力を知りましょう！
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１号業務とは？
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２号業務とは？
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３号業務とは？
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補佐人制度とは？
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社労士が活躍する場面とは？
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社労士が活躍する場面①　取得後に目指すは起業!!　独立開業の道

××社労士
事務所
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社労士が活躍する場面②　企業の中で資格を活かす道
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社労士試験を

  徹底解剖!!

いざチャレンジ！　社労士試験について知りましょう！

受験者数・合格者数等

Ⅰ　データによる徹底解剖

2009
（H21）年

2010
（H22）年

2011
（H23）年

2012
（H24）年

2013
（H25）年

2014
（H26）年

2015
（H27）年

2016
（H28）年

2017
（H29）年

2018
（H30）年

申込者
（人） 67,745 70,648 67,662 66,782 63,640 57,199 52,612 51,953 49,902 49,582

受験者
（人） 52,983 55,445 53,392 51,960 49,292 44,546 40,712 39,972 38,685 38,427

受験率 78.2％ 78.5％ 78.9％ 77.8％ 77.5％ 77.9％ 77.4％ 76.9％ 77.5％ 77.5％
合格者
（人） 4,019 4,790 3,855 3,650 2,666 4,156 1,051 1,770 2,613 2,413

合格率 7.6％ 8.6％ 7.2％ 7.0％ 5.4％ 9.3％ 2.6％ 4.4％ 6.8％ 6.3％
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2018（平成30）年試験　合格者の年齢階層別割合

合格者の年齢階層別割合

60歳以上 9.3％
24歳以下 1.0％

25～29歳 8.2％

30～34歳
12.5％

35～39歳
17.0％

40～44歳
16.2％

45～49歳
16.6％

50～54歳
10.2％

55～59歳
9.0％
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2018（平成30）年試験　合格者の職業別割合

合格者の職業別割合

その他
8.7％

会社員
57.4％

無職
13.6％

公務員
6.2％

団体の職員 5.3％

自営業 5.2％

役員 3.1％
学生 0.5％

2018（平成30）年試験　合格者の男女別割合

合格者の男女別割合

男
65.1％

女
34.9％
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本試験の実施日程（2019〈令和元〉年例）

Ⅱ　試験の概要を徹底解剖

受験資格

（25）



〒103-8347　東京都中央区日本橋本石町 3 - 2 -12　社会保険労務士会館 5 階

FAX 03-6225-4883（24 時間受付・必ず連絡先を明記）

全国社会保険労務士会連合会 試験センター

TEL 03-6225-4880（ 9:30～17:30・土日祝日、年末年始は除く。
試験前日は 10:00～16:00 で受付）

試験に関する

お問合せ先はコチラ
試験に関する

問合せ先はコチラ

（26）



Ⅲ　試験種、問題数を徹底解剖

試験種

選択式試験

（2018〈平成30〉年度　第50回本試験問題より）
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択一式試験

（2018〈平成30〉年度　第50回本試験問題より）

（2018〈平成30〉年度　第50回本試験問題より）

（28）



試験科目と問題数
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合格基準

過去10年の合格基準の推移
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社労士
  学習スタートアップ！！

合格への第一歩を踏み出しましょう‼

Ⅰ　本試験までのスケジュール

（32）



教科書と問題集の取り組み方について

Ⅱ　勉強についてのＱ＆Ａ

１日の学習時間はどのくらい必要でしょうか？Q
最初のうちは、１日２～３時間程度確保できるとよいでしょう。
社労士試験の合格に必要な勉強時間はだいたい800～1,000時間程度
といわれていますので、それを１つの目安にしてください。
社労士試験は、科目数も多く、ボリュームもありますので、コツコツ
と続けることが重要です。最初のうちは、「勉強しない日を作らない」
という目標をたて、１日に数分でもよいのでテキストをみる等して、
毎日勉強を続ける習慣作りからはじめましょう。

（33）



独学で勉強する場合に必要な教材

Ⅲ　教材の選び方

社会人の場合、時間を作ることがかなり厳しいのですが、
みなさんどのように工夫されているのでしょうか？

Q

通勤の移動中や朝早く起きて学習している方が多いようです。
日頃からちょっとした時間（隙間時間）も活用するようにしていくと
よいでしょう。空いた時間にパッと確認できるコンパクトな教材を常
に持ち歩くようにするなどして、いろいろ工夫してみましょう。

自宅だとなかなか勉強に集中できません。
みなさんどのようなところで勉強しているのですか？

Q

図書館、有料の自習室を活用されている方が多いようです。
また、学校に通っている方は、学校の自習室にこもって勉強している
という方も多いようです。
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１．基本事項をマスターするための教材
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２．本試験での得点力をつけて実力アップ!

（36）



３．直前対策本で最後の総仕上げ!!
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まとめ
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  法律の
     基礎知識

法律の基礎を理解しましょう‼

法の体系

（40）
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法の分類

法令の構造
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条文の構造

 労働者災害補償保険法第７条の例 
この法律による保険給付は、次に掲げる保険給付とする。
　一 　労働者の業務上の負傷、疾病、障害又は死亡（以下「業務災害」と
いう。）に関する保険給付

　二 　労働者の通勤による負傷、疾病、障害又は死亡（以下「通勤災害」
という。）に関する保険給付

　三 　二次健康診断等給付
② 　前項第二号の通勤とは、労働者が、就業に関し、次に掲げる移動を、
合理的な経路及び方法により行うことをいい、業務の性質を有するもの
を除くものとする。

　一 　住居と就業の場所との間の往復
　二 　厚生労働省令で定める就業の場所から他の就業の場所への移動
　三 　第一号に掲げる往復に先行し、又は後続する住居間の移動（厚生労
働省令で定める要件に該当するものに限る。）

③ 　労働者が、前項各号に掲げる移動の経路を逸脱し、又は同項各号に掲
げる移動を中断した場合においては、当該逸脱又は中断の間及びその後
の同項各号に掲げる移動は、第一項第二号の通勤としない。ただし、当
該逸脱又は中断が、日常生活上必要な行為であって厚生労働省令で定め
るものをやむを得ない事由により行うための最小限度のものである場合
は、当該逸脱又は中断の間を除き、この限りでない。

通達と判例

（43）
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CHAPTER 1

労働基準法
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Section

0
社労士試験で労働基準法を
学習するのはなぜ？

CHAPTER 1から５までは、「労働法」の法律です。まずは、その中
心である「労働基準法（以下「労基法」といいます。）」から学習していきま
しょう。
企業は、一般に「ヒト」「モノ」「カネ」「情報」などの経営資源を利

用しながら経営を行っています。この中で「ヒト」については、他の経
営資源が「ヒト」によって生み出されるものであることから、企業にと
っては最も重要な経営資源です。「ヒト」は「人材」ではなく「人財」
です。その「人財」とかかわる仕事が社労士なのです。優秀な人を確保
し、育成し活用する労務管理の業務は企業にとって需要な経営課題で
す。そしてこれらに関連する法律の中心となるのが労基法なのです。
労基法は、労働者保護の観点から、労働条件の最低基準を定めていま

す。

使用者は労基法を守りながら、労務管理を行っていく必要がありま
す。
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Section

1
CHAPTER 1　労働基準法

労働基準法とは？

労基法は、適切な労務管理を行うため、労働
条件についてさまざまなルールを定めていま
す。たとえば、１日の働く時間や休憩・休
日、賃金の支払い方を定め、会社側はそれを
必ず守らなければなりません。労基法は労働
者を救うための法律ですが、会社がこの法律
を守ることにより優秀な人財を確保し、生産
性の向上や企業業績を上げることにもつなが
るのです。

労基法違反は、罰金をとられたり、懲役刑になることも！
こうして労基法の効力を確実にしています。

 1 労基法の目的は？ 

労基法の基本的な理念は、「労働条件は、労働者が人たるに値する生
活を営むための必要を充たすべきものでなければならない」とした労働
条件の保障です。また、労基法で定める労働条件の基準は最低基準であ
り、この基準を理由に労働条件を低下させてはならず、その向上を図る
ように努めなければなりません。
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Sec 1

 2 労基法が適用される事業 

労基法は原則、すべての事業に適用されます。ただし、同居の親族の
みを使用する事業や、お手伝いさんには、労基法は適用されません。

 3 労基法の登場人物 

労基法は労働者と使用者との関係について規定している法律です。そ
のため、どのような人が労働者または使用者にあたるのかを明確にして
おく必要があります。

次の３つの要件をすべて満たすものを労働者といいます。

 I 労働者

労働者の3つの要件板書
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次の３つのいずれかに該当するものを使用者といいます。

 II 使用者

使用者とは板書
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Sec 2

Section

2
CHAPTER 1　労働基準法

労働契約

労働契約とは、労働者が労働し、それに対し
て使用者が賃金を支払う契約のことです。契
約内容は、契約を結ぶ者同士で自由に決める
ことが大前提です。しかし、一般的に労働者
は使用者よりも立場が弱いので、低い労働条
件を提示されても、やむを得ず、契約を結ば
ざるを得ないということも起きてしまうので
す。

そこで、労基法では、労働者が不利にならないよう、
労働契約についてさまざまな規定を設けています。

 労働条件の決定 
労基法では、勤務時間や、残業のあるなし、賃金、休日などの労働条件は、
労働者と使用者が、対等の立場において決定すべきものであるとしていま
す。

 1 労基法の基本的性格 

労基法は「この法律で定める基準に達しない労働条件を定める労働契
約は、その部分については無効とする。この場合において、無効となっ
た部分は、この法律で定める基準による」と規定しています。
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強行法規の具体例板書

 2 労働契約の期間 

労働契約には、契約期間を定めるものと定めないものがあります。

期間の定め
なし

一般的には正社員と呼ばれる人です。契約期間を定めていない人は、民
法の規定による予告期間（14日）を守る限り、いつでも会社を辞めるこ
とができるため、制限は設けられていません。

期間の定め
あり

一般的には契約社員やパート社員、アルバイトと呼ばれる人です。契約
期間を定めている場合、その期間、労働者は会社を辞めることができな
いため、長期の労働契約を結べば労働者の自由を不当に拘束することに
なります。そのため契約期間に上限を設けています。

原則、１回の契約期間の長さは3年が限度です。ただし、契約の更新
は認められているため、結果的に同じ職場に３年を超えて継続して働い
ている労働者も少なくありません。

 I 契約期間の上限

高度の専門的知識を有する労働者（博士の学位を有する者、公認会計士、

 II 契約期間の特例
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 3 労働条件の明示 

労働者を雇う際、労働条件を明確にしておかないと、入社後、争いの
もとになりかねません。そこで労基法では、労働契約を結ぶ際に、労働
条件のうち、一定の事項を明示すべきことを使用者に義務付けていま
す。
この明示事項には、必ず明示しなければならないもの（「絶対的明示事

項」といいます。）と、定められている場合には明示しなければならない
もの（「相対的明示事項」といいます。）があります。

絶対的明示事項

①　 労働契約の期間に関する事項（ある、なし。ある場合はその期間）

②　 期間の定めのある労働契約の場合には、更新する場合の基準に関する事項

③　 就業の場所および従事すべき業務に関する事項

④　 始業および終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇な
らびに労働者を２組以上に分けて就業させる場合における就業時転換に関する事項

⑤　 賃金の決定、計算および支払の方法、賃金の締切および支払の時期ならびに昇給に関
する事項

⑥　退職に関する事項（解雇する場合の事由は含むが、退職手当は除く。）

 労働条件の明示 
労働条件の明示は、労働契約を結ぶ際に明示しなければなりません。また、
明示された労働条件が実際と違う場合には、即時に労働契約を解除すること
ができます。

医師、弁護士、社会保険労務士など）で、その知識が必要である業務に就く
場合には、１回の契約期間の長さの上限が5年に伸びます。また、満
60歳以上の労働者との契約期間についても上限を5年としています。
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Section

3
CHAPTER 1　労働基準法

解雇

解雇とは、一般に使用者から一方的に労働契
約を解除することをいいます。解雇は、労働
者にとって生活の糧を失う重大な問題となる
ため、労基法では、解雇に関するルールを設
け、労働者の保護を図っています。

「明日から来なくていいです」という
突然の解雇は、許しません！

 I 解雇することができない期間（解雇制限期間）

 1 解
かい

雇
こ

制限 

使用者は、労働者が仕事によるケガや病気で、療養のため会社を休む
期間と治って出勤してから30日間、また、女性が産前・産後休業をす
る期間とその後出勤してから30日間は、解雇してはならないとされて
います。これを解雇制限といいます。
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解雇制限期間板書

I の解雇制限期間中であっても、例外的に次のような場合、使用者は
労働者を解雇することができます。

1　打
うち

切
きり

補
ほ

償
しょう

を支払う場合
仕事によるケガや病気で労働者が療養を開始してから3年経っても治

らない場合に、日当（労基法では「平均賃金※」といいます。）の1,200日分を
支払う（「打切補償」といいます。）ことによって、療養中でも解雇すること
ができます。

 II 解雇制限期間中でも解雇することができる場合

※ 　「平均賃金」は、直近3カ月の賃金の総額を3カ月の暦日数で割って計算します。1
日あたりの生活費というイメージです。休日も生活費はかかりますので、労働日数で
はなく、暦日数で割ります。ちなみに全従業員の賃金の平均額ではありません。

2　地震などの天災によって事業が継続できない場合
地震などの天災のため、経営の継続が不可能となり廃業するような場
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 育児休業中は解雇できるの？ 
労基法で保護しているのは、産休中とその後30日だけです。育休中につい
ては、男女雇用機会均等法（一般常識で学習します。）で保護することになりま
す。

 I 解雇予告または解雇予告手当の支払

 2 解雇する場合のルール 

労働者が解雇され職を失うと、次の職場を見つけるまでには、ある程
度の日数が必要です。そのため、使用者は労働者を解雇しようとする場
合には、少なくとも30日前に解雇の予告をしなければなりません。

 なぜ30日前なのか？ 
民法では、期間の定めのない労働契約は、2週間前に予告をすれば、解除す
ることができるとされていますが、解雇は労働者の生活に大きな影響を及ぼ
すため、労基法ではそれより長い予告期間を設けるように規定されています。

解雇の予告板書

合、療養中でも、産前産後休業期間中でも、行政官庁（労働基準監督署長）
の認定を受ければ解雇することができます。
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Sec 3

解雇予告の場合、使用者はお金を払う必要はありませんが、予告をし
てからも30日間は労働者を使用することになります。そのため、お金
はかかっても即日に労働者を解雇したいというケースも出てきます。こ
のような場合には、30日分以上の平均賃金（「解雇予告手当」といいます。）
を支払えば即日解雇することができます。
また、解雇予告と解雇予告手当を併用することも可能です。

併用する場合板書

次のような場合には、使用者は解雇予告をせず、または解雇予告手当
を支払わなくても労働者を解雇することができます。
① 　天災などの事由で経営の継続が不可能となり廃業するような場合
② 　労働者の責め（たとえば社内での盗取、横領など）に基づいて解雇す
る場合

ただし、①②とも労働基準監督署長の認定を受ける必要があります。

 II 解雇予告または解雇予告手当が不要な場合
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②の具体例板書

臨時的に短期間で働く労働者については、解雇予告の規定は適用され
ません。ただし、形式的に短期の労働契約を繰り返すことによって使用
者が解雇予告の義務を免れようとすることを防ぐため、一定の期間を超
えて引き続き使用したときは解雇予告が必要となります。具体的には次
のとおりです。

 III 解雇予告が不要な人

原則（解雇の予告は不要） 例外（解雇の予告が必要）

日雇労働者 １カ月を超えて引き続き使用

契約期間が２カ月以内 契約期間を超えて引き続き使用

季節的な業務で契約期間が４カ月以内
例 夏に海の家で働く、冬の除雪作業 契約期間を超えて引き続き使用

本採用決定をする前の試の使用期間 14日を超えて引き続き使用

➡
➡

➡

➡
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Section

4
CHAPTER 1　労働基準法

賃金

賃金は、労働時間と並んで労働者にとって最
も重要な労働条件といえます。そのため、労
基法において、賃金とはどういうものである
かを定義し、賃金の支払いに関してさまざま
な保護規定を置いています。

自分の会社のお給料に
あてはめて考えてみよう！

 賃金の定義 
「賃金」とは、賃金、給料、手当、賞与その他名称の如何を問わず、労働の
対償として使用者が労働者に支払うすべてのものをいいます。

 1 男女同一賃金の原則 

使用者は、労働者が女性であることを理由として、賃金について、男
性と差別的取扱いをしてはなりません。
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 2 賃金の支払方法に関する規定 

労働者に賃金が確実に支払われるように、賃金の支払方法について次
の５つの原則を規定しています。

それでは、この５原則をもう少し詳しくみていきましょう。また、そ
れぞれの規定に関して例外も置いていますので、あわせて確認していき
ます。

賃金支払の5原則板書

賃金は通貨（お金）で支払わなければなりません。しかし、最近は口
座振込みで支払う会社が増えています。このような場合、労働者の同意
を得れば、口座振込みで支払っても構いません。

 I 通貨で支払う
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口座振込みの具体例板書

また、通勤手当などをお金でなく定期券で支給する会社もあります
（これを「現物給付」といいます。）。このような場合は、労働組合と書面によ
る協定（「労働協約」といいます。）を結べば現物で支給しても構いません。

賃金は、直接労働者に支払わなければなりません。戦前の日本におい
ては、給料日に親が子どもの賃金を受け取りに来たり、職業紹介者が受
け取った賃金をピンハネして労働者に渡すようなケースがありました。
そこで労基法では、賃金は直接労働者に支払わなければならないという
規定を置いたのです。いくら労働者本人の委任状があっても、親などの
法定代理人であっても支払うことはできません。
ただし、例外として労働者の使者に支払う場合（病気で本人が受け取り

に来られないような場合に家族が受け取るなど）は、労基法に違反しないとさ

 II 直接労働者に支払う
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れています。

賃金はその全額を支払わなければなりません。ただし、他の法律に定
めがある場合や、労使協定※があれば、賃金の一部を控除して支払って
も構いません。

 III 全額を支払う

※ 　「労使協定」とは、労働者の過半数が加入している労働組合がある場合はその労働
組合、ない場合は労働者の過半数を代表する者との間で結んだ書面による協定のこと
をいいます。労働協約との違いは、労働組合がない場合にも締結することができるこ
とです。

全額払いの具体例板書

 「使者」ってどんな人？ 
代理人であるか使者であるかを区別することは実際には難しい場合が多いで
すが、本人に支払うのと同一の効果を生じるような者は使者にあたると考え
られます。
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賃金は毎月1回以上支払わなければなりません。ただし、臨時に支払
われるもの（私傷病手当や退職金など）や賞与については、毎月１回以上
支払う必要はありません。

賃金は臨時に支払われるものや賞与等を除いて、一定の期日に支払わ
なければなりません。

 IV 毎月1回以上支払う

 V 一定の期日に支払う

一定期日払いの具体例板書

 3 非
ひ

常
じょう

時
じ

払
ばらい

 

「非常時払」とは、労働者や家族が急な出費を必要とするときに、今
まで働いた分の賃金を請求するというものです。使用者は請求があった
場合には、賃金支払日前であっても支払わなければなりません。

 請求できるのは次の費用に限られます！ 
出産、疾病、災害、結婚、死亡、やむを得ない事情で１週間以上帰省する場
合の費用です。「今まで働いた分」の賃金を支払えばよいもので、まだ働い
ていない分については、賃金を支払う必要はありません。
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 4 休業手当 

使用者は、経営難から資金の調達ができず一時的に労働者を自宅待機
にするような場合、その間の生活を保障するため「休業手当」を支払わ
なければなりません。
休業手当の額は、平均賃金の60％以上とされています。

 休業手当を支払う場合 
休業手当を支払わなければならないのは、使用者の都合で労働者を休業させ
る場合です。

休業手当を
支払わなければならないケース

休業手当を
支払う必要のないケース

・親工場の経営難から下請工場が資材、資
金の獲得ができず休業する場合

・金融難、円の急騰による輸出不振など経
営難が原因で休業する場合

・天災などの不可抗力による休業
・使用者の正当な争議行為（作業所閉鎖）に
よる休業

・労働安全衛生法の規定による健康診断の
結果に基づいた休業

・休電による休業
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Section

5
CHAPTER 1　労働基準法

労働時間

12
3

6
9

皆さんの周りには、毎朝早くに出勤し、帰り
は終電というような生活を送っている人はい
ませんか？　当然、このような長時間労働が
続けば心身ともに大きな負担となり、最悪の
場合、過労死を招きかねません。そのため、
労基法では、労働者の長時間労働を防ぐため
に労働時間について、いくつかの決まりごと
を定めています。

働きすぎを防止して労働者を保護します！

 労働時間の定義 
労働者が使用者の指揮命令下に置かれている時間をいい、必ずしも働いてい
る必要はありません。たとえば深夜に働く人の仮眠時間も、職場から離れる
ことができず、自由にできない時間であれば労働時間にあたります。

 1 労働時間の決まりごと 

労基法では、１日の労働時間は休憩時間を除いて原則8時間以内、１
週間の労働時間は休憩時間を除いて原則40時間以内と定められていま
す。これを「法定労働時間」といいます。会社が定める１日、１週間の
労働時間（これを「所定労働時間」といいます。）は、この法定労働時間を守
らなければなりません。
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労働時間の具体例板書

 2 変形労働時間制 

遊園地などの職場では、夏休みやゴールデンウィークは忙しく、２月
などは暇になります。また事業の種類によっては月初めと月末では業務
量に差がでるような場合もあります。このような場合、忙しい時期は長
く働いてもらい、逆に暇な時期は労働時間を短くし、平均すれば法定労
働時間内に収まるというような働き方を労基法は認めています。これを
「変形労働時間制」といい、具体的には次の４つの種類があります。

「1箇月単位の変形労働時間制」とは、１箇月以内の一定期間内で、
労働時間を変形（調整）する制度です。１箇月単位の変形労働時間制を

 I 1箇月単位の変形労働時間制
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「1年単位の変形労働時間制」とは、考え方は１箇月単位の変形労働
時間制と同じですが、変形の対象となる期間が長くなります。たとえば
１年ちょうどの変形労働時間制の場合、法定労働時間の総枠は40時間
× 365７ ＝2085.7時間となります。１年間で2085.7時間を超えないよ
うにして各日、各週の労働時間を決めていきます。

 II 1年単位の変形労働時間制

導入する場合、まず、変形期間中（１箇月以内であれば１箇月ちょうどでな
くても構いません。）の法定労働時間の総枠を計算します。たとえば変形
期間が４週間（28日）の場合、総枠は40時間×28７ ＝160時間となりま
す。４週間で160時間を超えなければ、忙しい日は８時間、忙しい週
は40時間を超えても労基法違反にはなりません。
そして、使用者は４週間の総労働時間が160時間を超えないように

して、各日、各週の労働時間を具体的に定めていきます。労働者はその
定められた時間を働くことになります。

1箇月単位の変形労働時間制の具体例板書
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 III 1週間単位の非定型的変形労働時間制

 IV フレックスタイム制

飲食店や旅館などの事業では、週末が忙しく、週の真ん中は比較的暇
というような業種があります。このような業種では、１週間に40時間
を超えなければ、忙しい日は1日10時間まで労働させることができま
す。これが「1週間単位の非定型的変形労働時間制」です。

「フレックスタイム制」とは、一定の期間の法定労働時間の総枠を計
算し、総枠を超えない範囲で、労働者が出社と退社時間を自分で決める
というものです。ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の観点
からも注目されている変形労働時間制です。

1週間単位の非定型的変形労働時間制の具体例板書
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フレックスタイム制のイメージ板書

 3 みなし労働時間制 

「みなし労働時間制」とは、実際に労働者が何時間働いたかで労働時間
を算定するのではなく、あらかじめ労使協定などで定められた時間を労
働者の実労働時間とみなす制度で、具体的には、次の３種類があります。
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営業職や記事の取材、在宅勤務など社外で働く人は、実際に何時間働
いたのかを使用者は把握することができません。このような場合、実労
働時間が何時間であっても、原則、所定労働時間労働したものとみなし
ます。これが「事業場外労働に関するみなし労働時間制」です。ただ
し、携帯電話等で随時、使用者の指示を受けながら労働している場合は
対象としません。

 I 事業場外労働に関するみなし労働時間制

事業場外労働に関するみなし労働時間制の具体例板書

商品開発や情報処理システムの分析、システムコンサルタントなどい
わゆる専門的な知識や技術をもった人は、労働時間を拘束せず能力を発
揮してもらうことが重要です。そのため労働時間の配分を使用者が決め
るのではなく、労働者の裁量にゆだねます。これが「専門業務型裁量労
働制」で、労使協定で定めた時間を労働した時間とみなします。

会社の経営状態を分析し、経営計画を策定するような業務を担当して
いる場合、その業務を適切に遂行するためには労働者の裁量にゆだねる
必要があります。そのため、労働時間の算定に関しては、労使委員会※

で１日あたりの時間数を決め、その決められた時間を労働した時間とみ

 II 専門業務型裁量労働制

 III 企画業務型裁量労働制
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なします。これが「企画業務型裁量労働制」です。

※ 　「労使委員会」とは、賃金や労働時間など事業場における労働条件を調査審議し、
事業主に対して意見を述べることを目的として作られる委員会で、使用者および労働
者を代表する者が委員になります。企画業務型裁量労働制は、この労使委員会が設置
された事業場のみ導入することができます。
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Section

6
CHAPTER 1　労働基準法

休憩・休日

労基法では、労働者の心身の疲労の回復や、
労働災害防止の観点から休憩・休日の与え方
などについて規定しています。

労働時間に応じて
休憩時間が決まっています。

 I 休憩時間

 1 休憩 

労基法は、休憩時間を労働者の実労働時間に応じて次のとおり定めて
います。

休憩時間板書
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 「以上」と「超える」 
一定の数量を基準として、その基準数量を含んでそれより多いという場合に
「以上」を用い、その基準数量を含まずに多いという場合に「超える」を用
います。たとえば8時間以上という場合、8時間を含みますが、8時間を超
えるという場合は、8時間を含みません。したがって労働時間が8時間ちょ
うどの場合、6時間を超え8時間以内に該当するため休憩時間は45分与え
ていれば労基法違反にはなりません。

休憩は労働時間の途中に与えなければなりません。一般的にはお昼休
みという形で与える会社が多いです。
休憩は原則一斉に与えなければなりません。ただし、労使協定※を結

べば交替制で与えることができます。また運輸交通業、商業、接客娯楽
業など一部の業種についても、利用客に迷惑がかからないよう交替制を
認めています。
休憩時間は、労働者に自由に利用させなければなりません。
※　Ｐ22参照

 II 休憩の与え方

 2 休日 

休日は、原則、毎週少なくとも1回与えなければなりません。例外と
して、4週間を通じて4日以上の休日を与えることも認めています。
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休日板書
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Section

7
CHAPTER 1　労働基準法

時間外労働・休日労働

労基法は、１日および１週間の法定労働時間
と原則週１回の休日の確保を規定し、これに
違反すれば罰則を適用することになっていま
す。しかし、非常災害や臨時の受注が入った
など企業経営上の理由により、どうしても時
間外労働・休日労働をさせなければならない
ような事態も出てきます。

そこで一定の条件のもと時間外労働・
休日労働を認めています。

 1 時間外労働・休日労働が認められる場合 

時間外労働・休日労働が認められるのは、次の３つの場合です。

時間外労働・休日労働が認められる場合板書
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 2 非常災害の場合 

鉄道会社やガス・電気といったライフラインに係る事業では、地震や
台風などの災害によって被害が出た場合、昼夜を問わず復旧作業を行わ
なければなりません。このように災害等の事由によって臨時の必要があ
る場合には、使用者は労働基準監督署長の許可を受けて、時間外労働・
休日労働を行わせることができます。
台風のようなケースでは、進路を予想し、がけ崩れや大雨の対策を採

ることができるので、事前に許可を受けることは可能ですが、地震のよ
うに予見が難しく事態が急迫しているような場合には、時間外労働等を
させた後に、事後に遅滞なく届け出てもかまいません。

臨時の受注が入った場合や納期が迫っている場合など、企業経営上ど
うしても時間外労働・休日労働をさせなければならないことが出てきま
す。このような場合、労使協定※を結び、それを労働基準監督署長に届
け出れば、例外的に時間外労働・休日労働が認められます。この規定
は、労基法36条に規定されているため、この労使協定を一般に「36協
定（サブロク協定）」と呼びます。
※　P22参照

 3 労使協定を結び労働基準監督署長に届け出た場合   

 I 36協定とは
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36協定を結べば何時間でも働かせることができてしまうと、労働者
の健康を害してしまいます。そのため、労基法では、36協定を結ぶと
きに延長できる時間外労働の上限を定めています。また、労働時間の延
長や休日労働を適正なものとするため、厚生労働大臣は指針を定めるこ
とができ、36協定をする使用者および労働組合または労働者の過半数
を代表する者は、36協定を結ぶ際には、この指針に適合するような内
容にしなければなりません。

36協定板書

 II 時間外労働の限度
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 4 割増賃金 

労基法では、時間外労働・休日労働または深夜労働をさせた場合、
「割増賃金」を支払うことを使用者に義務付けています。

 深夜業の定義 
午後10時から午前５時までの間に労働させることをいいます。深夜業は体
力を消耗するため、法定労働時間内の労働であっても、割増賃金を支払わな
ければなりません。

労基法で定める限度時間（原則）板書
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割増賃金板書

割増賃金発生の対象となる労働 割増率

時間外労働 ２割５分以上（原則）

休日労働 ３割５分以上

深夜労働 ２割５分以上

 3時間分の割増賃金の計算例 
1カ月の賃金32万円、所定労働時間1月160時間、1日8時間
　32万円÷160時間＝2,000円（時給）
　2,000円×1.25＝2,500円（時給に割増分25％を加えた額）

　→　2,500円×3時間＝7,500円

◆　割増賃金の額は？
割増賃金の額は、通常の賃金額に次の割増率を掛けて計算した額で

す。月給制で給与が支払われている場合は、まず時給に換算してから割
増賃金の額を計算します。
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CHAPTER 1　労働基準法

年次有給休暇

年次有給休暇は、一般に「年休」と呼ばれて
います。年休の目的は、法定の休日のほか
に、毎年一定の日数の休暇を与え、労働者の
心身の疲労を回復させることです。会社の過
重労働対策としても重要で、年休を取得しや
すい環境を整えることが使用者に求められて
います。

年休は１日単位で取ることが原則ですが、
半日単位や時間単位の取得もOKです！

 1 年次有給休暇の取得要件 

「年次有給休暇」（以下「年休」といいます。）は、すべての労働者が取得
できるわけではありません。最初の年休は、入社から6カ月勤務し、そ
の間の出勤率が8割以上である労働者に対して与えられます。つまり出
勤率の悪い労働者には年休を与える必要はありません。その後は１年ご
とに年休が与えられ、勤続年数が長くなるほど年休の日数は増えていき
ます。

 2 年次有給休暇の日数 

年休の日数は、勤続年数によって次のとおりです。
勤続年数 0.5年 1.5年 2.5年 3.5年 4.5年 5.5年 6.5年以上

付与日数 10 11 12 14 16 18 20
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 パートやアルバイトの年休は？ 
パートタイマーやアルバイトであっても、６カ月勤務し、所定労働日の８割
以上出勤した場合には、年休を与えなければなりません。ただし、年休日数
については出勤日数に応じた日数を与えればよく、正社員と同じにする必要
はありません。
＊ 出勤日数が週５日以上の場合や、１週間の労働時間が30時間以上の場合
は、正社員と同じ日数にしなければなりません。

 3 年5日の年次有給休暇の確実な取得 

年次有給休暇は、労働者の心身のリフレッシュを図ることを目的とし
て、原則、労働者が請求する時季に与えることとされています。
しかし、同僚への気兼ねや請求することへのためらいなどから、取得

率が低い現状にあります。このため、2019年４月から、年10日以上
の年次有給休暇が付与される労働者に対して、年次有給休暇の日数のう
ち年５日については、使用者が時季を指定して取得させることが義務付
けられました。

年5日の年休の確実な取得板書

使用者は、労働者ごとに、年次有給休暇を付与した日（基準日）から
１年以内に５日について、取得時季を指定して年次有給休暇を取得させ
なければなりません。また、時季指定にあたっては、労働者の意見を聴
取しなければならず、できる限り労働者の希望に沿った取得時季になる



42

入社日が2020年4月1日、休暇付与日が2020年10月1日
（10日付与）の場合

板書

よう、聴取した意見を尊重するように努めなければなりません。
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9
CHAPTER 1　労働基準法

年少者

労基法では、年少者を保護する観点から、一
般の労働者とは異なるさまざまな規定を設け
ています。保護の考え方は大きく分けると２
つです。
１つは、一定の年齢に達しない者の労働を許
さないとする労働禁止の規定。
もう１つは、働かせてもかまわないが、一定
の年齢までは心身の発達に悪いので、特別に
制限するというものです。

18歳未満の場合は、なんらかの制限があると
認識しておきましょう！

 1 年
ねん

少
しょう

者
しゃ

の定義 

労基法では、年少者や児童の年齢について次のように定義しています。
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 2 労働者の最低年齢 

使用者は、児童が満15歳に達した日以後の最初の3月31日が終了す
るまで、つまり中学校を卒業するまで使用してはなりません。
例外として、新聞配達やタレントのように、児童の健康や福祉に有害

でなく、労働が軽いものについては、労働基準監督署長の許可をとれ
ば、満13歳以上の児童を使用することができます。子役については満
13歳未満の児童も使用することができます。

 3 年少者の労働時間等の制限 

中学校を卒業して働く年少者については、労働時間や深夜労働につい
て一定の制限を設けています。
労働時間 原則、変形労働時間制や36協定による時間外労働・休日労働は禁止

深夜労働 原則、午後10時から午前５時までは使用禁止
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 1 産前産後の休業 

労基法では、6週間（双子以上は14週間）以内に出産する予定の女性が
休業を請求した場合、就業させてはならないと規定しています（請求が
なければ就業させても構いません。）。これを「産前休業」といいます。
また、使用者は、産後8週間を経過しない女性を就業させてはなりま

せん。これを「産後休業」といいます。産後休業は、労働者が請求した
場合に休ませるのではなく、強制休業であるという特徴があります。な
お、産後６週間を経過した女性から就業したいと請求があった場合、医
師が支障なしと認めた業務については、就業させてもかまわないとされ
ています。

Section

10
CHAPTER 1　労働基準法

女性

労基法では、女性の体を保護する観点から、
さまざまな規定を設けています。最近は、ワ
ーク・ライフ・バランスという観点からも男
女雇用機会均等法や育児介護休業法とあわせ
て、女性が子育てや親の介護をしながら働き
続けることができるような環境を整えること
が重要になってきています。

特に妊娠中や産後は、保護規定が多い！
母体の保護や授乳などに配慮しています。
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の労働時間 

使用者は、１箇月単位の変形労働時間制、１年単位の変形労働時間
制、１週間単位の非定型的変形労働時間制を採用していても、妊産婦が
請求した場合は法定労働時間を超えて働かせることはできません。
ただし、フレックスタイム制については出社と退社の時間を労働者が

決めるため、このような制限はありません。

 I 労働時間の制限

予定日よりも遅れて出産した場合板書
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 3 他の軽易な業務への転換 

 4 育児時間 

１日中立ち仕事をしていたり、外回りの営業をしているような女性の
場合、妊娠中にその業務を行うことが難しいケースが出てきます。
そのため、使用者は、妊娠中の女性が請求した場合には、仕事を他の
軽い業務に転換させなければなりません。

満1歳未満の子どもを育てる女性は、休憩時間のほかに、1日2回そ
れぞれ少なくとも30分、子どもを育てるための時間を請求することが
できます。

使用者は妊産婦が請求した場合には、時間外労働や休日労働、深夜業
をさせてはなりません。

 II 時間外労働・休日労働・深夜業の制限

 妊産婦の定義 
「妊産婦」とは、妊娠中の女性および産後1年を経過しない女性をいいます。
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CHAPTER 1　労働基準法

就業規則

学校には校則があり、その内容は生徒手帳に
記載されています。職場にも同じように労働
者が守らなければならない規則があり、それ
は就業規則に規定されています。このように
就業規則は労働者が働くうえで守らなければ
ならない規律を定めています。

賃金や労働時間、休日、休憩などの
労働条件も就業規則に具体的に
規定しているんです！

 1 就業規則の作成と手続 

常時10人以上の労働者を使用する使用者は、「就業規則」を作成し、
労働基準監督署長に届け出なければなりません。この10人にはパート
タイム労働者なども含まれます。
また、就業規則を作成するにあたっては、労働者の過半数で組織する
労働組合があればその労働組合、そのような労働組合がない場合には労
働者の過半数を代表する者の意見を聴かなければなりません。
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就業規則の届出板書

 意見を聴けばOK！　同意は不要 
労基法では労働組合等の意見を聴けばよく、同意を得ることまで要求してい
ません。したがって、反対意見であっても就業規則は有効となります。
意見書には署名または記名押印が必要ですが、署名とは自署（サイン）のこ
とで、記名はゴム印でも構いません。そのため記名の場合は、印を押さなけ
ればなりません。

就業規則には、必ず記載しなければならない事項（「絶対的必要記載事
項」といいます。）と、その会社に定められているものがあれば記載しな
ければならない事項（「相対的必要記載事項」といいます。）があります。

 2 就業規則の記載事項 

絶対的必要記載事項

①　 始業および終業の時刻、休憩時間、休日、休暇ならびに労働者を２組以上に分けて就
業させる場合における就業時転換に関する事項

②　 賃金の決定、計算および支払の方法、賃金の締切および支払の時期ならびに昇給に関
する事項

③　退職に関する事項（解雇する場合の事由は含むが、退職手当は除く。）
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 3 制
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さい

の規定を置く場合 

職場の秩序を乱したり、規律に違反する行為をする、あるいは会社の
信用を失墜させるような行為をした労働者には、厳重注意や減給、自宅
謹慎、懲戒解雇などの処分を行う場合があります。これを労基法では
「制裁」といい、相対的必要記載事項として記載しておかなければなり
ません。

◆　制裁として減給を行う場合
制裁の１つに、労働者が本来受けるべき賃金の一部を減額する「減

給」というものがあります。しかし、あまりに多額の減給を行うと、労
働者が生活できなくなってしまうため、労基法では減給の制裁を行う場
合には、制限を設けています。

減給の制裁の制限板書
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CHAPTER 1　労働基準法　過去問チェック！

問1 　Section 1 3

労働基準法にいう「使用者」とは、その使用する労働者に対して賃金を支払う者を
いうと定義されている。（H26-1E）

問2 　Section 2 2

使用者は、満60歳以上の労働者との間に、５年以内の契約期間の労働契約を締結
することができる。（H25-6B）

問3 　Section 3 1

使用者は、産前産後の女性が労働基準法第65条の規定によって休業する期間及び
その後30日間は、やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった場合で
あっても、解雇してはならない。（H21-2C）

問4 　Section 3 2

労働基準法第20条に定める解雇の予告の日数は、１日について平均賃金を支払っ
た場合においては、その日数を短縮することができる。（H26-2B）

問5 　Section 4 2

賃金は直接労働者に支払わなければならず、労働者の委任を受けた弁護士に賃金を
支払うことは労働基準法第24条違反となる。（H21-4B）

問6 　Section 5 2

労働基準法第32条の４に定めるいわゆる一年単位の変形労働時間制の対象期間は、
１か月を超え１年以内であれば、３か月や６か月でもよい。（H28-4C）

問7 　Section 6 1

使用者は、所定労働時間が５時間である労働者に１時間の所定時間外労働を行わせ
たときは、少なくとも45分の休憩時間を労働時間の途中に与えなければならない。

（H21-6B）
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問8 　Section 8 

労働基準法第39条（年次有給休暇）の趣旨は、労働者の心身の疲労を回復させ、労働
力の維持培養を図るため、また、ゆとりある生活の実現にも資するという位置づけ
から、休日のほかに毎年一定日数の有給休暇を与えることにある。（H26-6A）

問9 　Section 10 2

使用者は、すべての妊産婦について、時間外労働、休日労働又は深夜業をさせては
ならない。（H29-7D）

問10 　Section 11 3

常時10人以上の労働者を使用する使用者は、就業規則に制裁の定めをする場合に
おいては、その種類及び程度に関する事項を必ず記載しなければならず、制裁を定
めない場合にはその旨を必ず記載しなければならない。（H30-7C）
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解答

問1  ×　労基法で「使用者」とは、事業主または事業の経営担当者その他そ
の事業の労働者に関する事項について、事業主のために行為をするす
べての者をいいます。

問2  〇

問3  ×　産前産後休業期間及びその後30日間であっても、やむを得ない事
由のために事業の継続が不可能となった場合には、解雇することがで
きます。なお、この場合には、その事由について労働基準監督署長の
認定を受けなければなりません。

問4  〇

問5  〇

問6  〇

問7  ×　所定労働時間が５時間でその後１時間の所定時間外労働をさせたと
しても、１日の労働時間が６時間を超えないため、使用者は休憩を与
える義務はありません。

問8  〇

問9  ×　使用者は妊産婦が請求した場合においては、時間外労働、休日労働
又は深夜業をさせてはなりません。したがって妊産婦であっても請求
がなければ時間外労働、休日労働又は深夜業をさせることは可能で
す。

問10  ×　制裁に関する事項は、就業規則の相対的必要記載事項であるため、
その定めをしない場合には、就業規則に記載する必要はありません。





労働安全衛生法
CHAPTER 2
入門講義編
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Section

1
CHAPTER 2　労働安全衛生法

労働安全衛生法とは？

労働安全衛生法（以下「安衛法」といいます。）
は昭和47年にできた法律です。この頃の日
本の経済は高度成長時代で、機械設備の大型
化、高速化、新原材料の導入等により、労働
災害は増加の一途をたどっていました。安衛
法ができる前は、労働者の安全と衛生に関す
る規定は労基法で定められていましたが、労
基法は労働条件の最低基準について定めた法
律であり、労働災害を防止する施策としては
不十分でした。

そこで、労基法から安全と衛生に関する規定を分離・独立し、
新たな法律として安衛法が誕生！

 1 安衛法の目的は？ 

安衛法は、労働基準法と相
あい

まって、職場における労働者の安全と健康
を確保するとともに、快適な職場環境の形成を促進することを目的とし
ています。

 労働基準法と相まってとは 
安全衛生も労働条件の重要な要素であるため、賃金や労働時間など他の労働
条件と一体で改善を図っていく必要があることから、目的の中にこのような
規定を置いたのです。
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 2 事業者の責務 

安衛法には、労働災害を防止するため、次のとおり事業者の責務が定
められています。

事業者の責務板書

 安衛法における事業者とは 
安衛法では、労基法のように「使用者」という言葉を使わず、「事業者」と
いう言葉を使います。「事業者」とは、「事業を行う者で、労働者を使用する
もの」をいいます。たとえば法人企業であれば会社そのもの、個人企業であ
れば経営者のことを指します。したがって、会社の代表取締役社長などは事
業者には含まれないことになります。
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 安衛法における労働者とは 
安衛法でいう「労働者」は、労基法の「労働者」と同じです。

労働者の責務板書

 3 労働者の責務 

安衛法には、事業者だけでなく、労働者が守るべき事項についても次
のとおり定められています。
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Section

2
CHAPTER 2　労働安全衛生法

安全衛生管理体制

事業者の自主的な安全衛生活動を制度的に確
保するために、安衛法では、一定規模の事業
場ごとおよび建設業等は現場ごとに、安全衛
生管理組織の設置が義務付けられています。

事業場ごとに、組織を設置して
労働災害防止を徹底しています！

 1 大規模事業場の安全衛生管理体制 

イメージ板書
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「総括安全衛生管理者」は、事業場において、その事業を統括管理す
る人です。安全管理者や衛生管理者を指揮したり、労働災害を防止する
ために必要な業務を責任をもって取りまとめる（統括管理する）のが仕事
です。総括安全衛生管理者はすべての事業場で選任する義務はなく、業
種と労働者の人数によって、次のとおり選任する事業場が決められてい
ます。

「安全管理者」は、総括安全衛生管理者が統括管理する業務のうち、
安全に係る技術的事項について管理する人です。 I の表①②の業種で、
使用労働者数が常時50人以上の事業場で選任義務が発生します。

「衛生管理者」は、総括安全衛生管理者が統括管理する業務のうち、
衛生に係る技術的事項について管理する人です。すべての業種で、使用
労働者数が常時50人以上の事業場で選任義務が発生します。

「産業医」は、医師であり、安衛法で規定されている労働者の健康管

 I 総
そう

括
かつ

安全衛生管理者

 II 安全管理者

 III 衛生管理者

 IV 産業医

業種 使用労働者数

① 林業、鉱業、建設業、運送業および清掃業 常時100人以上

② 製造業（物の加工業を含む。）、電気業、ガス業、熱供給業、水道
業、通信業、各種商品卸売業、家具・建具・じゅう器等卸売
業、各種商品小売業、家具・建具・じゅう器小売業、燃料小売
業、旅館業、ゴルフ場業、自動車整備業、機械修理業

常時300人以上

③ その他の業種 常時1,000人以上
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理等を行う人です。労働者の健康管理に関して、事業者や総括安全衛生
管理者に勧告をしたり、衛生管理者に対して指導や助言を行うことがで
きます。すべての業種で、使用労働者数が常時50人以上の事業場で選
任義務が発生します。

面接指導

ストレスチェック

作業環境
作業管理 健康教育

健康相談
衛生教育 健康障害の

再発防止

事業者の義務板書

 中小規模の事業場は？ 
安全管理者や衛生管理者の選任が義務付けられていない使用労働者数が常時
10人以上50人未満の中小規模の事業場では、安全衛生推進者や衛生推進者
を選任しなければなりません。

 2 大規模現場の安全衛生管理体制 

1の安全衛生管理体制は、全産業共通のものですが、建設業等におい
ては、これに加え、建設現場ごとに安全衛生管理体制を設けなければな



62

建設現場の安全衛生管理体制板書

りません。

「統括安全衛生責任者」は、その場所において、その事業の実施を統
括管理する人です。元

もと

方
かた

安全衛生管理者の指揮や、労働災害を防止する
ために必要な業務を責任をもって取りまとめるのが仕事です。統括安全
衛生責任者の選任は、建設業と造船業に限定されています。また、建設
業や造船業であっても、すべての現場で選任する義務はなく、仕事の区
分や労働者の人数によって選任する義務が決められています。

 I 統
とう

括
かつ

安全衛生責任者

仕事の区分 従事労働者数

①ずい道等（トンネル工事）の建設の仕事
②橋の建設の仕事（一定の場所での仕事に限る。）
③圧気工法による作業を行う仕事

常時30人以上

上記以外 常時50人以上
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統括安全衛生責任者を選任した事業者のうち、建設業を行うものは、
「元方安全衛生管理者」も選任しなければなりません。元方安全衛生管
理者は、統括安全衛生責任者が統括管理する事項のうち技術的事項を管
理します。

 II 元
もと

方
かた

安全衛生管理者

統括安全衛生責任者と元方安全衛生管理者は元請会社で選任します
が、「安全衛生責任者」は下請会社で選任します。統括安全衛生責任者
との連絡調整係という役割です。安全衛生責任者の選任は、建設業と造
船業で必要です。

 III 安全衛生責任者

 3 作業主任者 

 4 安全委員会・衛生委員会 

高圧な室内での作業や、有
ゆう

機
き

溶
よう

剤
ざい

などの化学物資を取り扱う作業につ
いては、事業規模に関係なく、作業現場ごとに「作業主任者」を選任
し、その作業に従事する労働者の指揮を行わなければなりません。

「安全委員会」や「衛生委員会」は、一定規模の事業場に設置義務が
あります。委員会は、事業者が講じなければならない事業場の安全や衛
生対策の推進について、労働者から意見を聴き、労使が話し合って労働
災害の防止に取り組むために設置運営されるものです。
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安全委員会・衛生委員会板書
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Section

3
CHAPTER 2　労働安全衛生法

機械や危険物・有害物に関する規制

安衛法では、特に危険であったり有害な作業
を必要とする機械等について、労働者の安全
を確保する目的でさまざまな規制をしていま
す。また、危険物・有害物についても、労働
者の健康障害の防止を図るための規定をおい
ています。

チェック体制を整備して
安全に働ける環境を作っています！

 1 機械に関する規制 

特に危険な作業を必要とする機械等（「特定機械等」といいます。）につい
ては、製造する際の許可や、製造後における検査が義務付けられている
など、強い規制がかけられています。また、特定機械等ほどの危険性は
ないものの、危険・有害な作業を必要とする機械等（「42条の機械等」と

いいます。）についても、一定の規制がかけられています。

 特定機械等とはどのような機械？ 
特定機械等の種類については安衛法で規定されています。具体的には、ボイ
ラー、第１種圧力容器、つり上げ荷重が３トン以上のクレーン、建設用リフ
ト、ゴンドラなどが該当します。
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機械に関する規制板書

 2 危険物・有害物に関する規制 

黄りんマッチ、ベンジジン、石綿などの労働者に重度の健康障害を生
ずる物（「製造禁止物質」といいます。）は、製造し、輸入等してはなりませ
ん。また、ジクロルベンジジンなどの労働者に重度の健康障害を生ずる
おそれのある物（「製造許可物質」といいます。）を製造しようとするときは、
あらかじめ、厚生労働大臣の許可を受けなければなりません。

危険物・有害物に関する規制板書
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 製造禁止物質でも製造できる？ 
製造禁止物質であっても、試験研究のために製造等する場合は、あらかじめ
都道府県労働局長の許可を受けることにより、製造等することができます。
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CHAPTER 2　労働安全衛生法

健康診断・面接指導

事業者は、労働者の健康を管理する立場か
ら、医師による健康診断の実施が義務付けら
れています。また、労働者は自己管理に努め
るため、健康診断を受ける義務があります。
さらに、長時間労働による過労死やストレス
による精神疾患を防ぐため、医師による面接
指導についても安衛法で規定されています。

会社員が受ける健康診断は、
安衛法の規定なんです！

 I 健康診断の種類

 1 健康診断とは？ 

健康診断の種類は、大きく次の３種類に分類できます。
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 II 健康診断を実施した後の措置

事業者は、健康診断を実施した後は、労働者に遅滞なく健康診断の結
果を通知しなければなりません。また、健康診断の項目に異常の所見が
あると診断された労働者に関しては、労働者の健康を保持するために必
要な措置について、医師や歯科医師の意見を聴かなければなりません。

健康診断の種類板書

 健康診断を実施した後の措置が重要 
事業者は医師等の意見を勘案して、就業場所の変更や作業の転換、労働時間
の短縮など適切な措置を講じなければなりません。
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 2 医師による面接指導とは？ 

安衛法で規定されている面接指導は、①長時間労働者への面接指導、
②ストレスチェックの結果、ストレスが高いと認められた者への面接指
導、③研究開発業務に従事する労働者への面接指導などがあります。そ
れぞれについて詳しくみていきましょう。

 I 長時間労働者への面接指導

近年、長時間労働が原因の過労死が増えています。安衛法ではこれを
防ぐため、医師による面接指導を事業者に義務付けています。

面接指導の流れ板書
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 II ストレスの高い労働者への面接指導

職場でのストレスが原因となりうつ病などの精神疾患を発症する労働
者が増えています。安衛法では、常時50人以上の労働者を使用する事
業者に対して、医師や看護師等による「心理的な負担の程度を把握する
ための検査」（ストレスチェック）の実施を義務付けています。

ストレスチェックの流れ板書
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 ストレスチェックは誰が実施するのですか？ 
ストレスチェックは、医師、保健師、厚生労働大臣が定める研修を修了した
歯科医師、看護師、精神保健福祉士又は公認心理師が行います。

 III 研究開発業務に従事する労働者への面接指導

新たな技術、商品、役務の研究開発に係る業務に従事する労働者で、
時間外労働・休日労働が１月当たり100時間を超える場合には、事業
者は医師による面接指導を行わなければなりません。
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CHAPTER 2　労働安全衛生法　過去問チェック！

問1 　Section 1 2

労働安全衛生法では、「事業者」は、「事業主又は事業の経営担当者その他その事業
の労働者に関する事項について、事業主のために行為をするすべての者をいう。」
と定義されている。（H26-8ア）

問2 　Section 2 1

総括安全衛生管理者は、当該事業場においてその事業の実施を統括管理する者又は
これに準ずる者をもって充てなければならない。（H19-8C）

問3 　Section 2 4

衛生委員会を設けなければならない事業者は、衛生委員会を毎月１回以上開催する
ようにしなければならない。（H21-8D）

問4 　Section 4 2

事業者は、休憩時間を除き１週間当たり40時間を超えて労働させた場合における
その超えた時間が１月当たり80時間を超え、かつ、疲労の蓄積が認められる労働
者に対しては、本人の申出の有無にかかわらず、面接指導を実施しなければならな
い。（H21-9A改題）
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解答

問1  ×　安衛法では「事業者」は、「事業を行う者で、労働者を使用するも
のをいう。」と定義されています。問題文は労基法の使用者の定義に
なります。

問2  ×　「これに準ずる者」が誤り。総括安全衛生管理者はその事業を統括
管理する者をもって充てなければなりません。

問3  〇

問4  ×　「本人の申出の有無にかかわらず」が誤り。面接指導は労働者の申
出により行うものとされています。



労災保険法
CHAPTER 3
入門講義編
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CHAPTER 3　労災保険法

労災保険法とは？

労基法では、労働者が仕事が原因で負傷し、
疾病にかかり、また、死亡した場合には、使
用者が補償しなければならないという「災害
補償」の規定を置いています。しかし、使用
者に十分な資力がない場合、労働者が補償を
受けられないおそれがあります。それをカバ
ーするために制定された法律が労災保険法で
す。

労災保険法の正式名称は「労働者災害補償保険法」
→労基法規定の「災害補償」を保険すること！

 労災のひとり歩き現象 
労災保険法は制定当初、労基法の災害補償と同一内容、同一水準の補償しか
規定されていませんでした。しかし、数度の法改正によって次第に労基法か
ら離れるとともに、独自性を持つようになっていきます。これを「労災のひ
とり歩き現象」といいます。具体的には特別加入制度、通勤災害の創設、傷
病補償年金、介護補償給付、二次健康診断等給付の創設、社会復帰促進等事
業などです。これらの規定は労基法の災害補償には存在しません。つまり、
現在の労災保険は、労働者の生活保障、過労死などの予防給付を行うなど社
会的保障を行うという側面ももつようになってきています。

 1 労災保険法の目的は？ 

労災保険は、被災した労働者や遺族に対して保険給付を行ったり、ま
た、被災した労働者の社会復帰を助ける事業等を行っています。
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 2 適用事業 

 3 暫定任意適用事業 

労災保険においては、労働者を使用する事業を「適用事業」といい、
適用事業は労災保険に強制加入することになります。

労働者を使用する事業であっても、災害発生のおそれが少ない小規模
の事業は、労災保険に加入するかどうかを事業主や労働者の意思に任せ
ています。これを「暫定任意適用事業」といいます。暫定任意適用事業

労災保険法とは？板書

 政府が運営する労災保険 
労災保険は政府（国）が運営しています。労働者は、仕事が原因で負傷した
場合などには、政府に対して労災保険の保険給付の請求を行います。そし
て、労災保険の保険給付がなされたときには、使用者は労基法の災害補償を
行う義務を免除されるのです。したがって、労災保険の保険料は使用者（事
業主）がその全額を負担します。
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になるのは、次の ～ すべての要件を満たした事業です。

暫定任意適用事業板書

 労災保険に加入申請しなければならない場合 
暫定任意適用事業は、事業主自身に労災保険に加入する意思がなくても、労
働者の過半数が加入を希望するときは、加入の申請をしなければなりませ
ん。

 4 労災保険が適用される労働者 

労災保険の適用を受ける労働者は、労基法で定める労働者の範囲と同
じです。そのため、請負により仕事をしている者や自営業者は、原則労
災保険の適用を受けません。また、事業主と居住および生計が同じ親族
も、原則労災保険の適用を受けません。
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 5 特別加入制度 

労災保険の適用を受ける者は、原則労働者ですが、中小事業主や自営
業者など作業の実態から労働者と同様に保護することが適当な者につい
ては、労災保険に加入することができます。これを労災保険の「特別加
入」といい、その範囲は現在、海外転勤者などにも広がっています。
特別加入者は、次の３つに区分されています。

特別加入者板書
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CHAPTER 3　労災保険法

業務災害と通勤災害

！

いわゆる労災事故と呼ばれる事故は、業務災
害と通勤災害に分かれます。保険給付の対象
となる事故であるかどうかの判断は、判断基
準に基づいて労働基準監督署長が行います。
ここでは、業務災害、通勤災害の定義や判断
基準について解説していきます。

業務災害、通勤災害になるかどうか。
それ次第で労災の給付がされるかが

決まります。

 1 業務災害とは？ 

「業務災害」とは、業務が原因となって生じた災害のことですが、実
際に業務災害にあたるかどうかの判断が難しいケースもあります。そこ
で、業務災害の認定にあたっては、①労働災害の発生時に事業主の支配
下にあったか否か（「業務遂行性」といいます。）、②業務と災害との間に因
果関係があったか否か（「業務起因性」といいます。）という２つの基準から
判断していきます。
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業務災害の具体例板書

 業務上の疾病の場合 
過労死やうつ病など、仕事が原因で病気や死亡に至った場合、因果関係を証
明することが難しいケースが多くなります。そこで労働基準法施行規則別表
第1の2で具体的に病名を挙げ、一定の業務についた事実と該当する病名の
発生があれば、業務災害と認定されることになっています。

 2 通勤災害とは？ 

通勤が原因となって生じた災害について保険給付を行う場合、「通勤」
の定義を明確にし、この定義に則った通勤の途中に発生した災害を「通
勤災害」として認定しています。
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通勤の定義板書
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3
CHAPTER 3　労災保険法

保険給付の種類

保険給付の種類は、大きく、業務災害に関す
る保険給付、通勤災害に関する保険給付、過
労死の予防を目的とした二次健康診断等給付
の３つに分けることができます。

まずは労災の保険給付の全体像を
知りましょう！

保険給付の原因 業務災害 通勤災害

負傷・疾病の診察、治療、療養 療養補償給付 療養給付

療養のために会社を休む 休業補償給付 休業給付

負傷・疾病が治らず、かつ重症の場合 傷病補償年金 傷病年金

負傷・疾病が治ったが障害が残った場合 障害補償給付 障害給付

自宅で介護を受ける場合 介護補償給付 介護給付

死亡した場合の遺族の生活保障 遺族補償給付 遺族給付

死亡した場合のお葬式代 葬祭料 葬祭給付

＋
会社の健康診断等で脳・心臓疾患に関する項目に
異常の所見があった場合 二次健康診断等給付

 保険給付の名称 
通勤災害については、事業主に労基法の災害補償の責任はありません。した
がって通勤災害に関する保険給付の名称は「補償」という文字は用いられて
いません。

労災保険の保険給付は、次のとおりです。
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CHAPTER 3　労災保険法

傷病に関する保険給付

労働者が業務災害や通勤災害で負傷したり疾
病にかかった場合、まず労災病院や労災指定
の病院で治療を受けます。その後、療養のた
め会社を休んだ場合には、休業（補償）給付
が、また疾病・負傷が治らず重症の場合に
は、傷病（補償）年金がもらえます。

病院の治療費も労災で支給します！

 1 療養（補償）給付 

業務災害や通勤災害で負傷したり、疾病にかかった場合、労災病院ま
たは労災指定の病院で診察を受け治療をしてもらいます。これを「療養
の給付」といい、即死の場合を除き最初に受ける保険給付となります。

◆　労災病院や労災指定病院に行かなかった場合
その地区に労災病院等がないため、労災指定病院以外の病院で治療を

受ける場合があります。このように療養の給付を行うことが難しい場合
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については、労働者が治療費を立て替え、後日、政府が労働者に対して
支払った費用を返還するという制度があります。これを「療養の費用の
支給」といいます。ただし、この制度はあくまでも例外で、原則は療養
の給付で行います。

療養（補償）給付板書

 通勤災害の一部負担金 
業務災害の場合、労災病院等であれば無料で診察・治療を受けることができ
ます。しかし通勤災害に関しては、一部負担金として原則200円を支払わ
なければなりません。通勤災害は事業主に労基法で規定する災害補償の責任
がないため、業務災害と同じ取扱いにするのは不適当だからです。一部負担
金は診察の都度支払う必要はなく、一度支払うだけで構いません。支払方法
も労働者に支給される休業給付から引くため、病院の窓口で支払う必要はあ
りません。

 2 休業（補償）給付 

休業（補償）給付は、療養のため会社を休み、賃金を受けない場合に
もらえるものです。

休業（補償）給付の額は、１日あたり給付基礎日額の60％となりま
す。給付基礎日額は、労基法の平均賃金と同じ算定方法となります。

 I 休業（補償）給付の額
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 3 傷病（補償）年金 

傷病が重症の場合、長期間にわたって療養を続ける必要があります。
このような場合には、１日ごとの補償である休業（補償）給付から、１
年ごとの補償である「傷病（補償）年金」に切り替わることになりま
す。

給付基礎日額の計算例板書

休業（補償）給付は、療養のために休んだ最初の日からもらえるので
はなく、休んだ4日目からもらうことができます。

また、退職後も療養のため働くことができない場合には引き続きもら
うことができます。

 II 支給期間
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傷病（補償）年金は、療養を開始した日から1年6カ月を経過しても、
ケガや病気が治らず、かつ障害の程度が傷病等級の1級から3級に該当
する場合にもらえるものです。

 I 支給要件

傷病（補償）年金の支給要件板書

傷病（補償）年金の額は、傷病等級に応じて、次の額とされていま
す。

 II 傷病（補償）年金の額

傷病等級 傷病（補償）年金の額 障害の状態

第１級 給付基礎日額の313日分 常時介護を要する状態

第２級 給付基礎日額の277日分 随時介護を要する状態

第３級 給付基礎日額の245日分 常態として労働不能の状態
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CHAPTER 3　労災保険法

障害が残った場合の保険給付

疾病や負傷が治った場合に、障害が残る場合
があります。そのときには、障害の程度に応
じて障害（補償）年金または障害（補償）一
時金がもらえます。また、障害（補償）年金
前払一時金や障害（補償）年金差額一時金と
いったものもあります。

仕事が原因のケガで障害が残った場合は
労災保険が手厚く生活を補償します！

 1 障害に関する保険給付の種類 

障害に関する保険給付の種類板書
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 2 障害（補償）給付 

「障害（補償）年金」と「障害（補償）一時金」をあわせて「障害
（補償）給付」といいます。
労災保険では、障害等級を労働能力の喪失の程度に応じて1級から

14級に区分しており、数字が小さいほど障害の程度は重くなります。
この障害等級に応じて、年金か一時金を支給します。

「障害（補償）年金」は、障害等級が1級から7級の場合にもらえる
ものです。
◆　障害（補償）年金の額

 I 障害（補償）年金

障害等級 障害（補償）年金の額

第１級 給付基礎日額の313日分

第２級 給付基礎日額の277日分

第３級 給付基礎日額の245日分

第４級 給付基礎日額の213日分

第５級 給付基礎日額の184日分

第６級 給付基礎日額の156日分

第７級 給付基礎日額の131日分

障害（補償）年金は、一定の支払期月ごとに支払われることとされて
いますが、障害が残った場合、社会復帰するためにはまとまった一定の

 II 障害（補償）年金前払一時金



90

障害（補償）年金をもらう権利のある人が、早期に死亡し、等級別に
設けられた最低保障額〔障害（補償）年金前払一時金の最高限度額と同
じ額〕をもらっていない場合、死亡した人の一定の遺族は、その差額に
相当する額をもらうことができます。これを「障害（補償）年金差額一
時金」といいます。

 III 障害（補償）年金差額一時金

 いくら請求できますか？ 
障害等級に応じて、等級別の最高限度額または給付基礎日額の200日、
400日、600日、800日、1,000日、1,200日分のうち、最高限度額の範囲
内で請求します。

【等級別の最高限度額（抜粋）】　 第1級：給付基礎日額の1,340日
～第7級：給付基礎日額の560日

 多く請求する方が得？ 
障害（補償）年金前払一時金をもらうと、その額に達するまで障害（補償）
年金は停止されます。したがって、高額な前払一時金をもらうと、長期に年
金が止まることになります。その点を考慮して前払一時金の請求額を決める
ことが大切です。また、前払一時金は1回限りの請求となります。最初に請
求する額では足りなかったとしても、再度請求することはできません。

資金が必要な場合が出てきます。そこで本来は年金としてもらうべき障
害（補償）年金を、一定の範囲内で一時金として一括してもらうことが
できる制度を設けています。これを「障害（補償）年金前払一時金」と
いいます。前払一時金としてもらう場合、原則、障害（補償）年金の請
求と同時に請求します。
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障害（補償）年金差額一時金の額板書

「障害（補償）一時金」は、障害等級が8級から14級の場合にもらえ
るものです。障害（補償）年金に比べ障害の程度が軽い人が対象となり
ます。障害（補償）一時金は、一時金として１回のみもらえるものなの
で、障害の程度が重くなったとしても新たな障害（補償）給付をもらう
ことはできません。

◆　障害（補償）一時金の額

 IV 障害（補償）一時金

障害等級 障害（補償）一時金の額

第８級 給付基礎日額の503日分

第９級 給付基礎日額の391日分

第10級 給付基礎日額の302日分

第11級 給付基礎日額の223日分

第12級 給付基礎日額の156日分

第13級 給付基礎日額の101日分

第14級 給付基礎日額の56日分
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CHAPTER 3　労災保険法

死亡に関する保険給付

労災保険は、被災した労働者に対して保険給
付を行うだけでなく、残された遺族に対して
も保険給付を行っています。具体的には、業
務上または通勤により死亡し、死亡した労働
者に一定の遺族がいる場合、その遺族に対し
て遺族（補償）給付を行います。また、それ
以外にも、葬式代として葬祭料（葬祭給付）
の支給も行っています。

労働者の死亡後に、残された家族が
もらえる給付のお話です。

 1 死亡に関する保険給付の種類 

 2 遺族（補償）年金 

労働者が業務上または通勤により死亡した場合に、その者に扶養され
ていた一定の遺族は「遺族（補償）年金」をもらうことができます。遺
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族（補償）年金は、災害により即死した場合であっても、療養を続けた
後に死亡した場合であってももらうことができ、これは、遺族（補償）
一時金においても同様です。

遺族（補償）年金をもらう資格がある人を受給資格者といい、その受
給資格者の中で最も優先順位の高い人が実際に年金をもらうことができ
ます。この実際に年金をもらう人を受給権者といいます。
優先順位は法律で規定されており、次のような順番になります。

遺族（補償）年金をもらうことができる遺族は、次のとおりです。

 I 遺族の範囲と優先順位

遺族の範囲板書
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順位 身分 年齢・障害

① 配偶者
妻 年齢問わず、障害要件問わず

夫 60歳以上または一定の障害状態

② 子 18歳の年度末までにあるかまたは一定の障害状態

③ 父母 60歳以上または一定の障害状態

④ 孫 18歳の年度末までにあるかまたは一定の障害状態

⑤ 祖父母 60歳以上または一定の障害状態

⑥ 兄弟姉妹 18歳の年度末までにあるか若しくは60歳以上
または一定の障害状態

⑦ 夫

55歳以上60歳未満（一定の障害状態にない）
⑧ 父母

⑨ 祖父母

⑩ 兄弟姉妹

 60歳未満の遺族は注意 
夫、父母、祖父母、兄弟姉妹で55歳以上60歳未満の人（上図の⑦～⑩の人）
が受給権者になっても、60歳までは遺族（補償）年金が停止されます。こ
れは60歳未満の人は生計自立の能力があると考えられているからです。

遺族（補償）年金の額は、実際に年金をもらう受給権者とその受給権
者と生計を同じくしている受給資格者の人数を合算し、その人数に応じ
て、年金額が決まる仕組みになっています。

 II 遺族（補償）年金の額

遺族の合計数 遺族（補償）年金の額

１人 給付基礎日額の153日分

２人 給付基礎日額の201日分

３人 給付基礎日額の223日分

４人以上 給付基礎日額の245日分
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遺族のカウント例板書

家庭の大黒柱を失ったことにより、当面の生活費などまとまったお金
が必要な場合が出てきます。そこで、障害（補償）年金と同様に、遺族
（補償）年金についても、一定の範囲内で年金を一時金として一括して
もらうことができます。これを「遺族（補償）年金前払一時金」とい
い、原則、遺族（補償）年金の請求と同時に請求します。

 III 遺族（補償）年金前払一時金

 3 遺族（補償）一時金 

「遺族（補償）一時金」は、労働者の死亡当時遺族はいたものの、そ
の遺族が年金をもらうための年齢や障害要件を満たさなかったり、生計
を維持されていなかった場合に、もらえるものです。
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 4 葬祭料（葬祭給付） 

労働者が業務上または通勤により死亡した場合、葬祭を行う人は、次
の額の「葬祭料」（通勤災害の場合は「葬祭給付」）をもらうことができます。

 I 遺族の範囲と優先順位

 II 遺族（補償）一時金の額

順位 遺族

① 配偶者

② 労働者の死亡の当時、労働者の収入によって生計を維持していた子・父母・
孫・祖父母

③ 労働者の死亡の当時、労働者の収入によって生計を維持していなかった子・
父母・孫・祖父母

④ 兄弟姉妹

遺族（補償）一時金の額は、給付基礎日額の1,000日分です。

遺族（補償）一時金をもらうことができる遺族と、もらえる優先順位
は、次のとおりです（②③の順位は記載順）。

 差額もある！ 
遺族（補償）年金をもらっていた場合でも、たとえば再婚し年金をもらう権
利が消滅した場合に、ほかに年金をもらう遺族がなく、かつ、今までにもら
った年金額の合計が給付基礎日額の1,000日分に満たない場合には、給付
基礎日額の1,000日分と実際にもらった年金額との差額を遺族（補償）一
時金としてもらうことができます。
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Sec 6

葬祭料（葬祭給付）の額板書
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Section

7
CHAPTER 3　労災保険法

その他の保険給付

今まで説明してきた保険給付以外にも、労働
者が自宅で介護を受ける場合の介護（補償）
給付や、過労死の予防を目的とする二次健康
診断等給付という保険給付もあります。

労基法の災害補償にはない保険給付で、
労災保険独自の保険給付です！

 1 介護（補償）給付 

「介護（補償）給付」は、高齢化、核家族化により、家族で充分に介
護をすることができない重度の被災労働者に対して支援を行う目的で創
設されたものです。

 I 支給要件

介護（補償）給付は、障害（補償）年金または傷病（補償）年金をも
らう権利を有する人が、介護を受けているときにもらえるものです。
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介護（補償）給付の支給要件板書

 介護（補償）給付がもらえない場合 
介護（補償）給付は、病院等に入院している場合にはもらえません。病院等
に入院している場合、家族の介護が不要であること、介護サービスに相当す
る費用を負担する必要がないからです。介護（補償）給付は自宅で介護する
ときに、家族の介護だけでは十分でないため、民間の介護サービス事業者か
ら介護サービスを受けた際、その費用を援助するという性格のものです。

 II 介護（補償）給付の額

介護（補償）給付の額は、１月あたり、介護サービス事業者に支払っ
た実費額になります。ただし、障害の程度（常時介護・随時介護）に応じ
て上限額が決められており、その上限額を超えた場合は上限額がもらえ
ることになります。
また、介護サービス事業者に頼まず、家族のみで介護を行っている場

合にも家族の介護を金銭で評価するという観点から、介護（補償）給付
がもらえます。
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介護（補償）給付の額板書

 2 二次健康診断等給付 

「二次健康診断等給付」は、脳血管疾患や心臓疾患による「過労死」
の発生を予防し、労働者の健康を確保するために創設されたものです。

二次健康診断等給付の流れ板書
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CHAPTER 3　労災保険法

社会復帰促進等事業

労災保険は、業務災害または通勤災害に対し
て保険給付を行うだけでなく、労働者または
その遺族に対して社会復帰促進等事業という
ものを行っています。社会復帰促進等事業
は、被災労働者の円滑な社会復帰を促進する
ための事業、被災労働者や遺族に対するさま
ざまな援助、労働者の安全および衛生を確保
するための事業などを行っています。

労災保険の独自事業です！
労働者やその遺族のサポートに努めています！

 1 社会復帰促進等事業の種類 

「社会復帰促進等事業」は、大きく次の３つの事業に分けることがで
きます。

この３つの事業の中で、今回は、②の「被災労働者等援護事業」につ
いて解説していきます。
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 2 被災労働者等援護事業 

「被災労働者等援護事業」は、被災した労働者の療養生活の援護、介
護の援護、遺族の就学の援護や資金の貸付などの事業を行っています。
その中で中心になる事業が「特別支給金」の支給です。特別支給金と
は、保険給付に上乗せして金銭を支給するもので、これによって被災労
働者の療養生活や遺族の生活を援護します。

特別支給金と保険給付板書
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CHAPTER 3　労災保険法　過去問チェック！

問1 　Section 1 5

労災保険は、労働者の業務又は通勤による災害に対して保険給付を行う制度である
が、業務の実態、災害の発生状況等に照らし、実質的に労働基準法適用労働者に準
じて保護するにふさわしい者に対し、労災保険の適用を及ぼそうとする趣旨から、
中小事業主等に特別加入の制度を設けている。（H26-2オ）

問2 　Section 2 2

通勤の途中において、歩行中にビルの建設現場から落下してきた物体により負傷し
た場合、通勤による災害と認められない。（H25-7C）

問3 　Section 3

労災保険の保険給付は、業務災害に対する迅速公正な保護だけでなく、通勤災害に
対しても同様な保護をするために行われるものであるが、通勤災害に関しては、業
務災害に係る介護補償給付に対応する保険給付は定められていない。（H22-1A）

問4 　Section 4 3

傷病補償年金は、休業補償給付と併給されることはない。（H27-7ウ）

問5 　Section 5 1

同一の負傷又は疾病が再発した場合には、その療養の期間中は、障害補償年金の受
給権は消滅する。（H30-6D）

問6 　Section 6 2

傷病補償年金の受給者が当該傷病が原因で死亡した場合には、その死亡の当時その
収入によって生計を維持していた妻は、遺族補償年金を受けることができる。

（H28-6ア）

問7 　Section 7 1

傷病補償年金を受ける者には、介護補償給付は行わない。（H25-1D）

問8 　Section 8 2

政府が行うことができる社会復帰促進等事業には、被災労働者の遺族の就学の援護
を図るために必要な事業が含まれる。（H26-4D）
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解答

問1  〇

問2  ×　問題文のケースは通勤災害と認められます。
問3  ×　業務災害に係る介護補償給付に対応する通勤災害の保険給付とし

て、介護給付が定められています。
問4  〇

問5  〇　障害補償年金は負傷又は疾病が治ゆした場合に支給されるため、再
発した場合は受給権は消滅します。

問6  〇　遺族補償年金は即死の場合だけでなく、療養を続けた後の死亡でも
支給されるため、問題文の場合、妻は遺族補償年金を受けることがで
きます。

問7  ×　介護補償給付は、障害補償年金又は傷病補償年金
4 4 4 4 4 4

をもらう権利を有
する人が一定の要件に該当する場合に支給されます。

問8  〇



雇用保険法
CHAPTER 4
入門講義編
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Section

1
CHAPTER 4　雇用保険法

雇用保険法とは？

皆さんは失業保険という言葉を聞いたことが
ありますか？「会社を辞めて、失業中だから
今、失業保険をもらっている」というような
話を聞いたことがあるかもしれません。しか
し、失業保険というのはあくまでも俗称で、
正式には「雇用保険」といいます。

雇用保険は、失業中の労働者の生活を支えるために、
「基本手当」をはじめとしたさまざまな給付を行っている制度です。

 1 雇用保険法の目的は？ 

雇用保険は、労働者が失業したときに給付を行うだけでなく、育児や
介護などで働き続けることが難しくなったときに会社を辞めることなく
働くことができるよう援助したり、また、労働者が教育訓練を受けたと
きにその費用を補てんするための給付も行っています（これらの給付をま
とめて「失業等給付」といいます。）。雇用保険の中心は、この失業等給付で
すが、そのほかに、事業主に対する助成金の支給などの事業（この事業
を「二事業」といいます。）も行っています。
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Sec 1

雇用保険法の目的板書

 政府が運営する雇用保険 
雇用保険は政府が運営しています。政府は、労働者と事業主から雇用保険の
保険料を徴収し、労働者が失業などした場合に、保険給付を行います〔実際
には、公共職業安定所（ハローワーク）を通じて保険給付が行われます。〕。

 「離職」と「失業」の定義 
「離職」とは、被保険者について、事業主との雇用関係が終了することをい
います。典型的な例が退職ですが、雇用保険に加入していない人が退職して
も被保険者でないため「離職」とはいいません。
「失業」とは、被保険者が離職し、労働の意思と能力があるにもかかわらず、
職業に就くことができないことをいいます。退職したとしても就職活動をし
ないなど「労働の意思」がない場合には「失業」とはいいません。
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 2 適用事業 

雇用保険では、労働者を雇用する事業を「適用事業」といい、適用事
業は雇用保険に強制加入することになります。

 つまりどういうこと？ 
原則、労働者を1人でも雇用する事業は、業種を問わず適用事業となりま
す。

 3 暫定任意適用事業 

労働者を雇用する事業であっても個人経営の小規模な事業は、雇用保
険に加入するかどうかを事業主や労働者の意思に任せています。これを
「暫定任意適用事業」といいます。暫定任意適用事業となるのは、次の
～ のすべての要件を満たした事業です。

暫定任意適用事業板書

 雇用保険に加入申請しなければならない場合 
暫定任意適用事業は、事業主自身に雇用保険に加入する意思がなくても、労
働者の2分の1以上が加入を希望するときは、加入の申請をしなければなり
ません。
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 4 被保険者 

雇用保険の適用事業に雇用されている労働者を「被保険者」といい、
雇用保険に加入することになります。ただし、次に掲げる人は「被保険
者」としません。つまり雇用保険には加入しないことになります。

◆　被保険者とならない人（原則）

① １週間の所定労働時間が20時間未満の人

② 継続して31日以上雇用されることが見込まれない人

③ 季節労働者で契約期間が４カ月以内の人や、同じく季節労働者で１週間の所定労働
時間が20時間以上30時間未満の人

④ 学生

⑤ 船員で契約期間が１年未満の人

⑥ 公務員（地方公務員は承認が必要）

など

 5 被保険者の種類 

雇用保険の被保険者は、働き方の実態に応じて次の４種類に分けられ
ます。

被保険者の種類 対象者

一般被保険者 高年齢被保険者、短期雇用特例被保険者、日雇労働被保険者に
該当しない人

高年齢被保険者 65歳以上の労働者で、短期雇用特例被保険者、日雇労働被保
険者に該当しない人

短期雇用特例被保険者 季節労働者で契約期間が４カ月を超え、かつ１週間の所定労働
時間が30時間以上の人

日雇労働被保険者 契約期間が１日か、30日以内の期間の人
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CHAPTER 4　雇用保険法

保険給付の種類

雇用保険では、大きく分けて２つの事業を行
っています。１つは失業等給付でもう１つが
二事業（雇用安定事業と能力開発事業）です。
失業等給付は雇用保険の中心になる事業で、
社労士試験では失業等給付の部分が多く出題
されます。

まずは失業等給付の
全体像をつかみましょう！

失業等給付は、次の４つの給付に分けることができます。

4種類の失業等給付板書
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Section

3
CHAPTER 4　雇用保険法

求職者給付

労働者が失業し再就職活動を行うときの生活
保障としてもらえるものが求職者給付です。
求職者給付は被保険者の種類、つまり失業前
の働き方によってもらえる給付が異なります。

まずは、一般被保険者の求職者給付から
みていくことにします。

 1 求職者給付の種類 

「求職者給付」は、被保険者の種類によって次のような給付が行われます。
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 2 一般被保険者に対する求職者給付 

「基本手当」は、一般被保険者が失業し、一定の要件を満たしたとき
にもらえるものです。基本手当が一般被保険者の求職者給付の中心にな
ります。

1　受給資格
基本手当は、失業したからといって、すべての人がもらえるわけでは

なく、一定の要件を満たす必要があります。

 I 基本手当

基本手当の受給資格板書



113

求
職
者
給
付

Sec 3

2　受給手続
労働者が離職し、基本手当をもらうまでの流れをみていきましょう。

基本手当の受給手続板書
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3　基本手当の日額と所定給付日数
基本手当の日額は計算で出していきます。この計算の基になるもの

は、在職中の最後の6カ月の賃金総額です。最後の６カ月の賃金総額を
180で割り、１日あたりの賃金を算出します。これを「賃金日額」と
いい、基本手当の日額は、この賃金日額の50％から80％（60歳以上65

歳未満の人については45％から80％）になります。

基本手当は、再就職先が見つかるまでもらえるものではなく、もらえ
る日数に上限が設けられています。この上限を「所定給付日数」とい
い、自己都合で辞めた場合と、倒産や解雇など会社都合で辞めた場合と
では日数が異なります。また、障害者など就職が困難な人に対しては日
数を多く設定しています。

所定給付日数は離職理由だけでなく、雇用保険の加入期間によっても
日数が異なり、加入期間が長い人ほど所定給付日数は多くなります。

受給資格者の区分 所定給付日数

倒産、解雇など 90日～330日

自己都合、定年など 90日～150日

障害者などの就職困難者 150日～360日

 基本手当をもらえる期間 
基本手当はもらえる期間も決まっています。これを「受給期間」（原則1年間）

といい、この期間を過ぎてしまうと基本手当をもらうことができなくなるの
で、注意しましょう。

4　離職理由による給付制限
基本手当は離職後、公共職業安定所に出頭し、求職の申込みをした日

から7日間（「待期」といいます。）を経過したあと、もらえることになり
ます。しかし、正当な理由がなく自己都合で退職したり、労働者が自分
の責めになるような重大な理由によって解雇された場合には、３カ月支
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「技能習得手当」は、受給資格者が、公共職業訓練等を受ける場合にも
らえるものです。技能習得手当には、文房具代としてもらえる「受講手当」
（1日500円）と、交通費としてもらえる「通所手当」（月額）があります。
また、公共職業訓練を受けるために同居している親族と別居する場合

には、「寄宿手当」（1月10,700円）がもらえます。

「傷病手当」は、受給資格者が、離職後に公共職業安定所へ出頭し、
求職の申込みをした後に、病気やケガで継続して15日以上再就職でき
ない場合にもらえるものです。
基本手当は、働く意思と能力がある人がもらえるもので、病気等で働

く能力がない人はもらえません。そのため、病気等で就職できない場合
には、基本手当に代えて傷病手当をもらうことになります。
傷病手当の日額は、基本手当の日額と同額で、また、傷病手当をもら

った場合には、基本手当をもらったとみなされ、所定給付日数は減って
いくことになります。

 II 技能習得手当・寄宿手当

 III 傷病手当

 3 高年齢被保険者に対する求職者給付 

「高年齢求職者給付金」は、高年齢被保険者が失業した場合にもらえ
るものです。この給付金をもらうためには、原則、離職の日以前1年間
に被保険者期間が通算して6カ月以上必要です。
高年齢求職者給付金の額は、雇用保険の加入期間によって異なり、加

入期間が1年未満の場合は基本手当の日額の30日分、1年以上の場合
は基本手当の日額の50日分です。高年齢求職者給付金は、基本手当と
異なり、一時金でもらえるものです。

給が先延ばしされます。これを「給付制限」といいます。
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 4 短期雇用特例被保険者に対する求職者給付 

 5 日雇労働被保険者に対する求職者給付 

「特例一時金」は、季節労働者である短期雇用特例被保険者が失業し
た場合にもらえるものです。この給付金も高年齢求職者給付金と同様、
原則、離職の日以前1年間に被保険者期間が通算して6カ月以上なけれ
ばもらうことはできません。
特例一時金の額は、当分の間、基本手当の日額の40日分です。特例
一時金も、高年齢求職者給付金と同様、一時金でもらえるものです。

「日雇労働求職者給付金」は、日雇労働被保険者が失業した場合にも
らえるものです。日雇労働求職者給付金は、他の被保険者の求職者給付
とはもらい方が異なります。たとえば、今日、日雇いの仕事がないとし
ます。そうすると今日は失業ということになりますので、その日に公共
職業安定所に出頭します。もし、その場で公共職業安定所で仕事を紹介
してもらえれば、その日は失業でなくなります。しかし、仕事がない場
合は手続きをして、その日１日分の日雇労働求職者給付金をもらいま
す。これを「普通給付」といいます。
普通給付をもらうためには、失業の日の属する月の前2月間で通算し

て26日以上働いていたことが要件です。この要件を満たしているかど
うかを確認するのが日雇労働被保険者手帳です。日雇労働被保険者手帳
には、働いて日当を受け取った日に雇用保険印紙が貼ってあります。そ
の枚数が26枚以上あるかどうかで確認します。

 特例給付もある！ 
日雇労働求職者給付金には、普通給付以外に、北海道や東北地方など冬に日
雇の仕事が少なくなる人がもらえる「特例給付」というものもあります。
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4
CHAPTER 4　雇用保険法

就職促進給付

雇用保険では、失業中で求職者給付を受けて
いる人に対して、その再就職を支援し、でき
るだけ早く就職できるようにするための給付
を行っています。これが就職促進給付です。

就職促進給付は、
大きく３種類に分かれます！

 1 就職促進給付の種類 

「就職促進給付」は、「就業促進手当」「移転費」「求職活動支援費」の
３つに分けることができます。
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 2 就業促進手当 

就職促進給付のうち、「就業促進手当」は、受給資格者等が、再就職
が決まったときにもらえるもので、次の３種類の手当に分かれます。

3種類の就業促進手当板書

受給資格者等とは次の人をいいます。
① 受給資格者（基本手当をもらう資格のある人）

② 高年齢受給資格者（高年齢求職者給付金をもらう資格のある人）

③ 特例受給資格者（特例一時金をもらう資格のある人）

④ 日雇受給資格者（日雇労働求職者給付金をもらう資格のある人）
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 3 移転費 

「移転費」は、受給資格者等が公共職業安定所等の紹介した会社に就
職したり、公共職業訓練を受けるため住所を移した場合に交通費や引っ
越し代としてもらえるものです。具体的には、次の６種類があります。

6種類の移転費板書
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3種類の求職活動支援費板書

 4 求職活動支援費 

「求職活動支援費」は、受給資格者等が再就職できるよう、求職活動
を支援するためのもので、次の３種類に分けることができます。
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CHAPTER 4　雇用保険法

教育訓練給付

教育訓練給付は、一般被保険者や高年齢被保
険者が自主的に能力開発のために専門学校な
どで学習した場合、その費用を補助するもの
です。

教育訓練給付により、資格を取得したり、能力を高めることができれば
雇用の安定や再就職の促進につながることになるのです。

 1 教育訓練給付の種類 

「教育訓練給付」には、「教育訓練給付金」と「教育訓練支援給付金」
の２種類があります。
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 2 教育訓練給付金 

「一般教育訓練の給付金」は、一般被保険者や高年齢被保険者が厚生
労働大臣が指定する教育訓練を受け、修了した場合に受講費（入学料や
受講料、キャリア・コンサルティング料）の20％（上限額は10万円）をキャッ
シュバックするというものです。
さらに、ITスキルなどのキャリアアップ効果の高い講座を対象とし

た特定一般教育訓練の給付金制度が平成31（令和元）年10月１日より
スタートします。支給額は受講費の40％（上限額は20万円）となります。

「専門実践教育訓練の給付金」は、非正規労働者を中心としたキャリ
アアップ、キャリアチェンジを支援するためのもので、専門的かつ実践
的な教育訓練が対象になります。

 I 一般教育訓練の給付金

 II 専門実践教育訓練の給付金

 教育訓練給付金がもらえる時期 
一般被保険者や高年齢被保険者でなくなってから1年以内（原則）に訓練を
開始するのであれば支給対象になります。つまり退職してから1年以内に教
育訓練を受けるのであればOKです。これは、次の専門実践教育訓練の給付
金においても同様です。

一般教育訓練の給付金の受給要件板書
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一般教育訓練の給付金と同様に厚生労働大臣が指定する教育訓練を受
けることが必要ですが、看護師や美容師などの業務独占資格を取るため
の学校や専門職大学院での勉強など就職の可能性が高く、その仕事に就
くうえで必要とされる資格を取ることを目的としています。

専門実践教育訓練の給付金板書

 3 教育訓練支援給付金 

「教育訓練支援給付金」は、会社を退職し、専門実践教育訓練を受講
している若い人が、生活に困らないよう生活費を補てんし、教育訓練を
受けやすくするためのものです。
対象となる人は、専門実践教育訓練を開始した日において45歳未満

の失業者で、基本手当をもらうことができない人です。支給額は、１日
あたり基本手当の日額の80％で、教育訓練を受けている日にもらえま
す。ただし、この給付金は平成34（令和４）年3月31日までの暫定的
なものになります。
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CHAPTER 4　雇用保険法

雇用継続給付

雇用継続給付は定年後の再雇用などにより給
与が下がった場合に、減額分を補てんした
り、育児休業中や介護休業の終了時に給付金
を支給することで、退職せずに働き続けるこ
とができるよう支援するものです。

つまり、離職せずに雇用継続してもらうために支給するもので、
名称もその名のとおり、雇用継続給付といいます。

 1 雇用継続給付の種類 

「雇用継続給付」は、次の３つに大きく分けることができます。
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 2 高年齢雇用継続給付 

高年齢雇用継続給付のうち、「高年齢雇用継続基本給付金」は、雇用
保険の加入期間が5年以上ある被保険者が、60歳以降に基本手当をも
らうことなく働いている場合に、その賃金が、60歳時点の賃金に比べ
て75％未満に下がったときにもらえるものです。

高年齢雇用継続給付のうち、「高年齢再就職給付金」は、基本手当を
もらったことがある人が、60歳以後に再就職した場合において、再就職
先の賃金が前の会社の賃金に比べて75％未満に下がったときにもらえ
るものです。ただし、離職したときに雇用保険の加入期間が5年以上あ

 I 高年齢雇用継続基本給付金

 II 高年齢再就職給付金

高年齢雇用継続基本給付金板書
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ったことが必要です。

高年齢再就職給付金板書

 3 育児休業給付（育児休業給付金） 

「育児休業給付金」は、労働者の育児休業を取得しやすくするととも
に、子育て中も会社を辞めずに継続して働けるように援助・促進するこ
とを目的とするものです。

育児休業給付金は、一般被保険者や高年齢被保険者が、1歳未満の
子※について育児休業したときに、育児休業期間中に各月ごとにもらう
ことができます。ただし、育児休業を開始した日前2年間に雇用保険の

 I 支給要件
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※ 　両親ともに育児休業を取る場合は、子が1歳2カ月になるまで、また、保育所に空
きがなく待機中の場合は子が2歳になるまで育児休業が取れるため、その間、育児休
業給付金がもらえます。

 II 育児休業給付金の額

育児休業開始日から180日間 育児休業開始時の賃金月額の67％

181日目以降 育児休業開始時の賃金月額の50％

 育児休業給付金はどこまでもらえる？ 
子どもは実子や養子など法律上の子だけとは限りません。養子縁組里親に委
託されている子なども対象になります。65歳以上の高年齢被保険者が育児
休業を取るのだろうかと疑問に思った人がいるかもしれませんが、養子など
の子を育てるケースもあるため、このような場合にも育児休業給付金がもら
えます。

 4 介護休業給付（介護休業給付金） 

「介護休業給付金」は、労働者の介護休業を取得しやすくするととも
に、介護休業期間中の生活費を補てんすることにより、介護離職を防ぐ
ことを目的とするものです。

「介護休業給付金」は、一般被保険者や高年齢被保険者が、家族※を
介護するために休業したときに、介護休業終了後に一括してもらうこと
ができます。ただし、介護休業を開始した日前2年間に雇用保険の被保
険者期間が通算して12カ月以上必要です。

 I 支給要件

※ 　家族の範囲は、配偶者（内縁関係含む）、父母、子、祖父母、兄弟姉妹、孫、配偶者
の父母で、同居や扶養の要件はありません。

被保険者期間が通算して12カ月以上必要です。
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介護休業給付金の額は、介護休業開始時の賃金月額の67％です。支
給期間は３カ月ですが、介護休業を複数に分けて取る場合は通算して
93日が限度となります。

 II 介護休業給付金の額

 取りやすくなった介護休業!? 
介護休業は連続して取る必要はなく、3回に分けて取ることも可能です。そ
の場合、通算して93日が限度となります。介護離職を防止し、仕事と介護
を両立しやすくするための施策として設けられました。
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CHAPTER 4　雇用保険法　過去問チェック！

問1 　Section 1 3

常時７人の労働者を雇用する農林の事業は、法人である事業主の事業を除き、暫定
任意適用事業となる。（H22-1B）

問2 　Section 2 

失業等給付は、求職者給付、教育訓練給付及び雇用継続給付の３つである。（H22-7B）

問3 　Section 3 1

一般被保険者の求職者給付は、基本手当、技能習得手当、寄宿手当、傷病手当の４
つである。（H21-7A）

問4 　Section 3 2

受給資格者は、失業の認定を受けようとするときは、失業の認定日に、管轄公共職
業安定所に出頭し、正当な理由がある場合を除き離職票に所定の書類を添えて提出
した上、職業の紹介を求めなければならない。（H25-2ア）

問5 　Section 4 3

移転費は、受給資格者が公共職業安定所の紹介した職業に就くため、その住所及び
居所を変更しなければ、受給することができない。（H26-6C）

問6 　Section 5 2

教育訓練給付金の支給の対象となる費用の範囲は、入学料、受講料及び交通費であ
る。（H27-4エ）

問7 　Section 6 3  4

短期雇用特例被保険者は、育児休業給付金及び介護休業給付金を受けることができ
ない。（H27-6オ）
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解答

問1  ×　問題文の事業は、常時使用する労働者が５人以上であるため、個人
経営であっても強制適用事業となります。

問2  ×　失業等給付は、求職者給付、教育訓練給付および雇用継続給付に加
え「就職促進給付」があり、全部で４つになります。

問3  〇

問4  ×　失業の認定日に提出するのは離職票ではなく、「受給資格者証」で
す。実際には失業認定申告書に受給資格者証を添えて提出します。

問5  ×　移転費は受給資格者等
4

が、公共職業安定所等の紹介した職業に就く
ため、又は公共職業訓練を受けるため、住所又は居所を変更した場合
にもらうことができます。問題文のように、受給資格者しかもらえな
いというわけではありません。

問6  ×　費用の範囲に交通費は含まれません。また、パソコンなどの器材費
も含まれません。なお、キャリア・コンサルティング料は、含まれま
す。

問7  〇



労働保険徴収法
CHAPTER 5
入門講義編
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CHAPTER 5　労働保険徴収法

労働保険徴収法とは？

労働保険徴収法の正式名称は「労働保険の保
険料の徴収等に関する法律」といいます（以
下「徴収法」といいます。）。労働保険とは労災保
険と雇用保険を総称した言葉で、保険給付は
両保険制度で別個に行われていますが、保険
料の徴収については、「労働保険」として一
体的に取り扱っています。この法律により、
かつて別々に行っていた労働保険の適用事務
や保険料の徴収事務が１つになり事務処理が
効率的に運ぶようになりました。労災保険や
雇用保険で学習した内容と重なる部分も多い
です。

実務的な内容が多く初学者はイメージしにくい科目ですが、
同じパターンの問題も多く、過去問を復習するのが効果的!!

高得点を狙える科目です。

 社会保険は一本化されていない！ 
労災保険と雇用保険をあわせて「労働保険」と呼ぶのに対し、健康保険と厚
生年金保険、さらに介護保険をあわせて「社会保険」といいます。社会保険
の徴収事務は一元化されておらず「社会保険徴収法」という法律はありませ
ん。社会保険の保険料の徴収方法は、健康保険法と厚生年金保険法、介護保
険法の中にそれぞれ規定されています。
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 1 徴収法の目的は？ 

徴収法の目的は、労働保険の事業の効率的な運営を図ることです。

労働保険徴収法の目的板書

 2 保険関係の成立 

適用事業※については、その事業が開始された日に、暫定任意適用事
業※については、適用事業に該当するに至った日（例えば個人経営の事業を
法人にしたような場合）に、事業主の意思にかかわりなく、法律上当然に
（強制的に）労働保険の保険関係は成立します。
※　Ｐ77、Ｐ108参照

 保険関係成立届の提出 
保険関係が成立した場合、事業主は成立した日から10日以内に「保険関係
成立届」を労働基準監督署長または公共職業安定所長に提出しなければなり
ません。この届出により、政府は、事業についての保険関係とその成立の時
期、事業の内容等を速やかに確認することができ、労働保険料の徴収等を行
うことができるのです。
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 3 保険関係の消滅 

保険関係の成立している事業は、適用事業であるか暫定任意適用事業
であるかを問わず、継続事業の場合は廃止されたとき、有期事業の場合
は終了したときに、その日の翌日に法律上当然に消滅します。
また、暫定任意適用事業については脱退することが認められており、

具体的には、事業主が保険関係の消滅の申請を行い、厚生労働大臣の認
可（認可の権限は都道府県労働局長に委任されています。）があったときに、そ
の翌日に消滅します。

 継続事業と有期事業 
一般の会社や商店などは、廃業や倒産等などない限り継続して事業を行って
いきます。このような事業を「継続事業」といい、ほとんどの事業が継続事
業に該当します。これに対して、建設工事など事業の期間が予定されている
事業を「有期事業」といいます。有期事業は労災保険のみに出てくる言葉
で、「継続事業」と「有期事業」では保険料の納付方法が異なります。
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CHAPTER 5　労働保険徴収法

労働保険料

労働保険を運営している政府は、当該保険事
業に必要な費用を保険料（「労働保険料」といい
ます。）として徴収します。労働保険料は大き
く４つに区分されますが、中心となる保険料
は「一般保険料」です。一般保険料は事業主
が支払う賃金の総額を基礎として計算する保
険料で、保険関係が成立している事業は必ず
納めなければなりません。それに対して、一
般保険料以外の保険料は該当する人がいる場
合に納める保険料になります。

 1 労働保険料の種類 

労働保険料には、次のものがあります。

今回は一般保険料を中心に
みていくことにしましょう。
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労働保険料の種類板書

 2 一般保険料の額 

一般保険料の額は、事業主が労働者に支払う賃金総額に一般保険料率
を乗じて得て算出します。
「一般保険料率」は、原則労災保険率と雇用保険率を合計した率をい
い、事業主は労災保険と雇用保険の保険料をあわせて納めることになり
ます。
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 3 労災保険率と雇用保険率 

「労災保険率」は、過去３年間の業務災害や通勤災害の災害率等を考
慮して厚生労働大臣が決定しています。事業の種類によって細かく定め
られており、最高1000分の88（金属鉱業等）から最低1000分の2.5
（金融業、保険業等）の間で定められています。
一方、「雇用保険率」は３つに区分され、平成31（令和元）年度は以

下のように定められています。

 一般保険料は会社が計算 
労働保険料は政府が計算し、その額を事業主に通知することによって納める
ものではありません。事業主が労働保険料を計算しその額を申告することに
よって納めます。

一般保険料の額板書

事業の種類 雇用保険率

一般の事業 1000分の９

農林水産の事業、清酒製造の事業 1000分の11

建設等の事業 1000分の12
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平成31（令和元）年度の一般保険料の計算例板書
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CHAPTER 5　労働保険徴収法

労働保険料の申告と納付

労働保険料は年度の始めに１年分まとめて概
算額で申告し納める前払方式をとっていま
す。
概算額で納めているため、翌年度にもう一度
確定額を計算し申告します。不足分がある場
合は不足分を納め、納めすぎている場合は次
の保険年度の労働保険料等に充当するか返還
してもらいます。この概算額で納める保険料
を「概算保険料」といい、確定額で納める保
険料を「確定保険料」といいます。

給与明細を見ると、雇用保険料は毎月天引きされていますが、
実は、会社は労災保険料と雇用保険料を１年分まとめて納めているのです。

 1 納付の仕組み 

一般保険料は保険年度（４月１日から翌年３月31日）の始めに概算額で
申告納付し、翌年度に確定額を申告し、概算額と確定額の過不足を精算
する仕組みをとっています。

 I 継続事業の場合
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継続事業の一般保険料の納付板書

継続事業の場合、毎年度これの繰り返しになります。一般的に、この
事務を「年度更新」といいます。

有期事業の場合、保険関係が成立した日の翌日から起算して20日以
内に労災保険料を概算額で納付します。
そして、保険関係が消滅した日から起算して50日以内に確定保険料
を申告し過不足を精算します。

 II 有期事業の場合

 起算日の考え方 
概算保険料は翌日から、確定保険料は当日から起算します。
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有期事業の一般保険料の納付板書

 2 概算保険料の額 

継続事業の概算保険料は、原則として１年度（４月１日から翌年３月31
日）に使用するすべての労働者に支払う賃金総額（1,000円未満の端数切捨）
の見込額に一般保険料率を乗じて算定します。

 I 継続事業の場合
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有期事業の概算保険料は、事業の全期間に使用するすべての労働者に
支払う賃金総額（1,000円未満の端数切捨）の見込額に労災保険率を乗じて
算定します。

 II 有期事業の場合

 3 概算保険料の延納 

概算保険料は、一度に全額を納付するのが原則ですが、事業主の負担
の軽減を図るため、一定の要件に該当する場合には事業主の申請により
分割して納付することが認められています。これを「延納」といいま
す。

 I 継続事業の場合

継続事業の延納の要件板書
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有期事業の延納は、その事業の全期間を通じて、毎年4月1日から7

月31日まで、8月1日から11月30日まで、12月1日から翌年3月31

日までの各期に分けて納めることができます。

継続事業の概算保険料の納期限（原則）板書

 II 有期事業の場合

有期事業の延納の要件板書
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５月１日から翌年６月10日までの期間が予定されている有期事業板書

 4 確定保険料の額 

継続事業の確定保険料の額は、事業主がその年度に実際に支払った賃
金総額に基づいて計算した額となります。一方、有期事業の確定保険料
の額は、その事業の開始から終了までの全期間に実際に支払った賃金総
額に基づいて計算します。

確定保険料の額板書
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 5 確定精算 

確定精算とは、確定保険料の額が納付した概算保険料の額に足りない
のであれば、その不足額を納付し、反対に納付した概算保険料の額が確
定保険料の額を超えるのであれば、その額を還付するか次の保険年度の
概算保険料等に充当することです。

確定精算板書
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CHAPTER 5　労働保険徴収法

労災保険のメリット制

事業の種類が同じでも、会社によって労災事
故の多い会社と少ない会社があります。しか
し、同じ種類の事業というだけで労災保険率
を同じにするのは、公平ではありません。
そこで、労災事故の多い会社については労災
保険の保険料負担を重くし、逆に労災事故の
少ない会社は保険料負担を軽減することにし
ています。これを「労災保険のメリット制」
といい、事業主の災害防止の努力を促進する
のが目的です。

失業者が多い会社と少ない会社で
雇用保険率を上げ下げするというような
雇用保険のメリット制はありません。

「メリット制」は、３保険年度中の業務災害により支給した保険給付
等の額と支払った保険料の額との収支の割合（「収支率」といいます。）に
応じて一定の範囲内で労災保険率を上げ下げする制度です。また、有期
事業については労災保険率を上げ下げするのではなく、確定保険料を増
減させます。



147

労
災
保
険
の
メ
リ
ッ
ト
制

Sec 4

継続事業のメリット制板書

有期事業のメリット制板書
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CHAPTER 5　労働保険徴収法

労働保険事務組合

労働保険には、保険加入に関する手続きや保
険料の申告・納付といった手続きなどがあり
ますが、中小企業ではこのような事務が負担
になることがあります。そのため、事業主の
委託を受けてこのような事務処理を行う労働
保険事務組合の制度があります。労働保険事
務組合は既にある事業主等の団体が厚生労働
大臣の認可を受けて成立します。

労働保険事務組合として厚生労働大臣の認可
を受けている団体は、商工会議所や商工会、
社会保険労務士による団体などがあります。

政府は、委託事業主に対してすべき労働保険料の納入の告知その他の
通知等について、これを労働保険事務組合に対してすることができま
す。この場合、労働保険事務組合に対してしたこれらの通知等は、委託
事業主に対してしたものとみなされます。
また、委託事業主が労働保険料等の納付のために、金銭を労働保険事
務組合に交付したときは、労働保険事務組合は、その交付を受けた金額
の限度で、政府に対して当該徴収金を納付する責任があります。
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委託することができる事業主板書

CHAPTER 5　労働保険徴収法　過去問チェック！

問1 　Section 1 2

労働保険の保険関係は、適用事業の事業主が、その事業が開始された日から10日
以内に保険関係成立届を所轄労働基準監督署長又は所轄公共職業安定所長に提出す
ることによって成立する。（H25-災9B）

問2 　Section 1 3

労働保険の保険関係が成立している事業の事業主は、当該事業を廃止したときは、
当該事業に係る保険関係廃止届を所轄労働基準監督署長又は所轄公共職業安定所長
に提出しなければならず、この保険関係廃止届が受理された日の翌日に、当該事業
に係る労働保険の保険関係が消滅する。（H29-災9A）

問3 　Section 2 3

労災保険率は、労働保険徴収法施行規則で定める事業の種類ごとに定められてお
り、その最高は、1000分の100を超えている。（H24-災9ア）



150

解答

問1  ×　労働保険の保険関係は、保険関係成立届の提出によって成立するの
ではなく、適用事業を開始したとき等に法律上当然に成立します。

問2  ×　事業を廃止したときは、その翌日に労働保険の保険関係は法律上当
然に消滅するため、手続きは必要ありません。

問3  ×　1000分の100は超えていません。最高は1000分の88です。
問4  〇　
問5  ×　有期事業に関するメリット制は、労災保険率を上下させるのではな

く、確定保険料額を増減させる制度です。
問6  ×　労働保険事務組合は、委託事業主から交付を受けた金額の限度で納

付する責任があるのであって、立て替えて納付する義務はありませ
ん。

問4 　Section 3 1

建設の有期事業を行う事業主は、当該事業に係る労災保険の保険関係が成立した場
合には、その成立した日の翌日から起算して20日以内に、概算保険料を概算保険
料申告書に添えて、申告・納付しなければならない。（H27-災9B）

問5 　Section 4

メリット制とは、一定期間における業務災害に関する給付の額と業務災害に係る保
険料の額の収支の割合（収支率）に応じて、有期事業を含め一定の範囲内で労災保険
率を上下させる制度である。（H28-災10イ）

問6 　Section 5

労働保険事務組合は、概算保険料の納期限が到来しているにもかかわらず、委託事
業主が概算保険料の納付のための金銭を労働保険事務組合に交付しない場合、当該
概算保険料を立て替えて納付しなければならない。（H25-雇8A）



健康保険法
CHAPTER 6
入門講義編
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Section

0
社労士試験で社会保険を
学習するのはなぜ？

CHAPTER 6から８は、社会保険法です。健康保険法の学習に入る
前に、まずは社会保険法の全体像をみておきましょう。
戦後の産業や経済の著しい発展に伴い社会保険に係る事務処理には専

門的な知識が必要となってきました。しかし、企業の中にはそのような
専門的な知識を持つ人材がいなかったり、事務処理を行う要員を抱える
ことができない事業所も多いのです。また、年金については少子高齢化
の進展に伴い幾度となく法律が改正されていますが、一般国民が理解す
るのは難しい法律です。医療保険に関しても会社員が加入する健康保険
や自営業者などが加入する国民健康保険、高齢者が加入する後期高齢者
医療などがありますが、保険給付や保険料徴収などやはり専門的な知識
が必要です。
年金や医療、介護などの社会保険は私たちの生活になくてはならない

存在です。ケガや病気、障害や高齢など人生に起こりうるリスクに対し
て生活の安定をもたらしてくれる制度です。
しかし、このような重要な社会保険であるにもかかわらず、その制度

や手続きについて知らないことが多いのも現実です。そのため、社労士
は社会保険の専門家として企業や国民をサポートしていかなければなり
ません。ですから社会保険も社労士の試験科目となっているのです。
近年では、年金を中心に業務を行う社労士や病気を抱えて就労する人

を支援する社労士なども登場しています。企業の社会保険の相談・手続
きにとどまらず、社会保険の分野においても社労士の果たす役割はます
ます重要になってくるでしょう。
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CHAPTER 6　健康保険法

健康保険とは？

健康保険は労働者を対象とした医療保険で、
その歴史は古く大正11年に制定されました。
その後関東大震災があったため、施行は昭和
２年にずれ込みましたが、わが国で最も古い
医療保険です。
多くの人は病気やケガをしたときに、健康保
険証をもって病院に行き、診察・治療を受け
て、窓口で自己負担分を払った経験があるで
しょう。そして薬が処方されているときは、
調剤薬局で薬を受け取り自己負担分を払いま
す。このように健康保険は我々にとって、と
ても身近な法律です。

健康保険は死亡や出産に関して現金を支給したり、
労働者が病気やケガなどで働けなくなったときの生活を保障するための

保険給付なども行っています。

 1 健康保険法の目的は？ 

健康保険法は、労働者やその扶養家族の業務災害以外の病気、ケガも
しくは死亡または出産に関して保険給付を行い、国民の生活の安定と福
祉の向上に寄与することを目的としています。
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労災保険との比較板書

 健康保険の保険者 
健康保険事業を管理運営するものを保険者といいますが、健康保険の保険者
は、国ではなく、全国健康保険協会と健康保険組合という2つの法人となっ
ています。協会は中小企業、組合は大企業の加入が多いです。

 2 適用事業所 

健康保険の適用事業所には、強制的に適用を受ける「強制適用事業
所」と、厚生労働大臣の認可を受けて適用事業所となる「任意適用事業
所」の２種類があります。

次の または のいずれかに該当する事業所が強制適用事業所となり
ます。

 I 強制適用事業所
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強制適用事業所板書

次の または の事業所は強制適用事業所ではありませんが、厚生労
働大臣の認可を受けて適用事業所とすることができます。

 II 任意適用事業所

任意適用事業所板書



157

健
康
保
険
と
は
？

Sec 1

 3 被保険者 

健康保険の被保険者は、適用事業所に使用される者である一般の被保
険者、日雇特例被保険者と、一定の要件を満たす者がその希望により個
人で任意加入し、退職後も継続して被保険者となることができる任意継
続被保険者、特例退職被保険者とに分けられます。

 任意継続被保険者とは？ 
任意継続被保険者とは被保険者が退職した後でも、一定の要件を満たした場
合に最大2年間、個人で健康保険に加入することを認める制度です。任意継
続被保険者が受けられる保険給付は、一般の被保険者と原則変わりはありま
せんが、保険料は、全額自己負担となります。

 4 適用除外 

適用事業所に使用される人であっても、次の から に該当する人
は、健康保険の被保険者としません。
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健康保険の被保険者としない人（原則）板書
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 後期高齢者医療の被保険者って？ 
後期高齢者医療制度とは、原則75歳以上の人が加入する医療制度です。た
とえば、75歳以上の人が会社員をしている場合、その人は、健康保険の被
保険者ではなく、後期高齢者医療の被保険者となります。

 5 被扶養者 

健康保険は、被保険者本人の病気やケガなどに対して保険給付を行う
ほか、扶養家族の病気やケガなどについても保険給付を行います。この
扶養家族のことを「被扶養者」といい、次に該当する人が被扶養者にな
ることができます。
ただし、後期高齢者医療の被保険者などは被扶養者になることができ

ません。
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被扶養者板書
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◆　3親等内の親族図
３親等

２親等

１親等

甥姪

 配偶者

伯叔父母

配偶者
伯叔父母

兄弟姉妹

配偶者甥姪 曾孫 曾孫

配偶者

注）　　…生計維持要　　　…生計維持＋同一世帯要

配偶者孫 孫

配偶者子 子

父母

兄弟姉妹
配偶者 被保険者

祖父母 祖父母

曾祖父母 曾祖父母

父母
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CHAPTER 6　健康保険法

保険料・標準報酬

健康保険では、保険料の額や一部の保険給付
の額を、被保険者が事業主から受ける報酬や
賞与をもとに計算します。
しかし、被保険者が受ける報酬は人によって
さまざまであり、支払われる額も毎月変動す
るため、それぞれの報酬をそのまま使って保
険料や保険給付の額を計算するのは、事実上
困難です。そこで事務処理の効率化を図るた
め、現実に受ける報酬とは別に標準報酬を決
定し、その額をもとに保険料の計算等を行い
ます。

報酬の定義や標準報酬の決定方法について
みていくことにします。

 1 報酬・賞与 

「報酬」とは、賃金、給料、手当、賞与などの名称にかかわらず、労
働者が労働の対償として受けるすべてのものをいいます。ただし、臨時
に受けるものと3月を超える期間ごとに受けるものは除かれます。
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 2 標準報酬月額と標準賞与額 

「標準報酬月額」は、保険料の計算にあたって、仮に設けたその人の
報酬の額です。
たとえば、ある従業員の１月の報酬が19万５千円であったとします。

この場合、実際に支給された19万５千円をもとに保険料を計算するの
ではなく、「標準報酬月額等級表」に従業員の報酬をあてはめて等級を
決定し、その等級に該当する標準報酬月額をもとに保険料を計算しま
す。

報酬の考え方板書

 I 標準報酬月額
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標準報酬月額板書

 標準報酬月額 
標準報酬月額は1等級から50等級まであり、1等級は報酬が63,000円未満
が該当し、標準報酬月額は58,000円となります。また50等級は報酬が
1,355,000円以上が該当し、標準報酬月額は1,390,000円となります。

「標準賞与額」も標準報酬月額と同様、保険料の計算にあたって、仮
に設けたその人の賞与の額になります。ただし、賞与については、報酬
のような等級表があるわけではなく、実際に支給された賞与額の1,000

円未満の端数を切り捨てた額が、標準賞与額となります。

健康保険の保険料の額は、標準報酬月額および標準賞与額に、それぞ
れ保険料率を掛けて計算します。また、介護保険第2号被保険者（40歳

 II 標準賞与額

 標準賞与額には上限がある！ 
標準賞与額は、年度の合計額が573万円までが上限とされています。たと
えば、4月に200万円、8月に200万円、翌年1月に200万円、賞与が支払
われた場合、翌年1月の分については、200万円が全額保険料の徴収の対象
となるわけではなく、173万円〔573万円－（200万円＋200万円）＝173
万円〕が保険料の徴収の対象となるわけです。

 3 保険料の額 
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 I 報酬に関する保険料

 II 賞与に関する保険料

以上65歳未満）は、介護保険料もあわせて計算します。

×標準報酬月額 一般保険料率一般保険料額＝

×標準報酬月額 介護保険料率介護保険料額＝

×標準賞与額 一般保険料率一般保険料額＝

×標準賞与額 介護保険料率介護保険料額＝

保険料は、事業主と被保険者が2分の1ずつ負担します。ただし、任
意継続被保険者については既に退職しているため、保険料の全額を本人
が負担します。

 4 保険料の負担割合 

 健康保険組合の場合 
健康保険組合においては、規約によって事業主の負担割合を増加することが
認められています。ただし、被保険者の負担割合をゼロにすることは、適当
ではありません。
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毎月の保険料は、事業主が翌月末日までに、事業主負担分と被保険者
負担分の合計額を納付します。被保険者負担分については、給与から控
除します。また、厚生労働大臣の承認を受ければ、口座振替による納付
も可能です。
任意継続被保険者については、本人がその月の10日（初めて納付すべ

き保険料については、保険者が指定する日）までに全額を納付します。

次の の場合は事業主、被保険者ともに保険料が免除になります。

 5 保険料の納付の仕組み 

 6 保険料の免除 

保険料の免除板書
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健康保険法に基づく保険給付には次のものがあります。

Section

3
CHAPTER 6　健康保険法

保険給付の種類

健康保険の保険給付は、被保険者に関するも
のと被扶養者に関するものの２つに大きく分
かれます。また、診療や治療行為等の現物で
行う現物給付と、出産したときに金銭を支払
うなどの現金で行う現金給付に分けることが
できます。
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保険給付の種類板書
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Sec 4

Section

4
CHAPTER 6　健康保険法

傷病に関する保険給付

傷病に関する保険給付には、被保険者が病気
やケガをした場合に治療行為を行う療養の給
付、入院した場合の入院時食事療養費、入院
時生活療養費、さらには先進医療などを受け
たときに支給する保険外併用療養費、自己負
担が高額になった場合に自己負担の一部が返
還される高額療養費、病気で働けなくなった
ときの生活保障として支給される傷病手当金
など、さまざまな保険給付があります。

また、これら以外にもいくつかの保険給付があり、
一般的に知られていないものもあるかもしれません。

被保険者が、業務上以外の事由により病気やケガをしたときは、保険
医療機関（健康保険を扱う病院として指定された医療機関のことです。）に健康
保険証を提出し、「一部負担金」を支払うことで診察、処置、投薬など
の治療を受けることができます。また、医師の処方箋をもとに保険薬局
で薬の調剤をしてもらうことができます。これを「療養の給付」とい
い、健康保険の中心となる保険給付です。
一部負担金の負担割合は、次のとおりです。

 1 療養の給付 

被保険者の区分 負担割合

①70歳未満 ３割

②70歳以上（③以外） ２割

③70歳以上の一定以上所得者 ３割
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 療養の給付の範囲 
診察、薬または治療材料の支給、処置・手術、入院・看護、在宅療養・訪問
看護とされています。

被保険者が病気やケガで保険医療機関に入院したときは、食事の提供
が受けられます。この食事について、その一部を被保険者が定額で負担
し、定額部分以外は健康保険から「入院時食事療養費」として保険給付
されることになっています。名称に「療養費」という言葉が入っていま
すが、実際には食事そのものです（これを「現物給付」といいます。）。なお、
被保険者が負担する部分のことを「食事療養標準負担額」といい、一般
の家庭の食費を勘案して決められています。

介護保険の施設に入っている人や在宅療養との均衡の観点から、療養
病床（看護・介護中心のベッド）に入院する65歳以上の被保険者は、食事
と居住費（温度・照明・給水）について、その一部を被保険者が定額で負
担し、定額負担分以外は健康保険から「入院時生活療養費」として保険
給付されることになっています。
なお、被保険者が負担する部分を「生活療養標準負担額」といい、介
護施設に入所している人や在宅療養の人の食費や光熱水費等を勘案して
決められています。

健康保険では、保険が適用されない保険外診療があると、保険が適用

 2 入院時食事療養費 

 3 入院時生活療養費 

 4 保険外併用療養費 
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Sec 4

される診療も含めて医療費の全額が自己負担となります。一般に混合診
療と呼ばれるものです。ただし、混合診療であっても、「評価療養」「選
定療養」「患者申出療養」については、保険診療との併用が認められて
おり、通常の治療と共通する部分の費用については保険を適用すること
ができます。

保険外併用療養費とは？板書

 評価療養、選定療養、患者申出療養の具体例 
【評価療養】先進医療、医薬品・医療機器等の治験にかかる診療など
【選定療養】 4人部屋以下の病室での入院、ベッド数が200以上の病院での

初診など
【患者申出療養】
　・ 先進医療で実施しているが、実施できる患者の基準に外れてしまったた

め、その治療の対象に加えてほしいと申し出た場合
　・ すでに実施されている先進医療が自分の身近な保険医療機関で行われて

いないため、地元の保険医療機関で実施してほしいと申し出た場合など
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健康保険では、保険医療機関に健康保険証を提示して診療を受けるの
が原則です。しかしやむを得ない事情で、保険医療機関で保険診療を受
けることができず、自費で受診したときなど特別の場合には、立て替え
た費用について「療養費」が支給されます。

 5 療養費 

療養費がもらえるケースとは？板書

 海外療養費 
外国で病気になり、現地で治療を受けた場合は、海外療養費として支給され
ます。

健康保険では、被扶養者についても、療養の給付、入院時食事療養
費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費に相当する給付が行
われますが、これらはすべて「家族療養費」として保険料を払っている
被保険者に支給されます。

 6 家族療養費 
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Sec 4自宅で療養している被保険者が、かかりつけの医師の指示に基づいて
訪問看護ステーション（「指定訪問看護事業者」といいます。）の看護師等か
ら、療養上の世話や必要な診療の補助を受けた場合、その費用が、「訪
問看護療養費」として支給されます。
自己負担（基本利用料）は、療養の給付と同じですが、オムツ代や看護

師等の交通費（その他の利用料）は自己負担となります。

 7 訪問看護療養費・家族訪問看護療養費 

長期の療養や、入院・手術などで、患者の自己負担が高額になる場合
があります。そのため、家計の負担を軽減できるように、1月の自己負
担額が一定の金額を超えた場合に、その超えた部分を払い戻す「高額療
養費」の制度が設けられています。

 8 高額療養費 

 次の自己負担額は高額療養費の対象になりません！ 
・食事療養標準負担額
・生活療養標準負担額
・評価療養、選定療養または患者申出療養に係る自己負担分
・訪問看護療養費および家族訪問看護療養費に係るその他の利用料

同一の世帯に介護保険の利用者がいる場合、健康保険の自己負担額と
介護保険の自己負担額の合計額が著しく高額になると、家計の負担は相

 9 高額介護合算療養費 
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病気やケガで移動が困難な被保険者が、一時的・緊急的必要があるた
めに病院へ移送されたときに、移動にかかった費用が「移送費」として
支給されます。

 10 移送費・家族移送費 

当重くなります。そのため、負担を軽減できるように、介護と医療の1

年間の自己負担額が一定の金額を超えた場合に、その超えた部分を払い
戻す「高額介護合算療養費」の制度が設けられています。

被保険者が病気やケガによる療養のため会社を休み、報酬を受けられ
ない場合、被保険者と被扶養者の生活を保障するために設けられた制度
が「傷病手当金」です。

◆　支給要件
被保険者が療養のため、働くことができず、会社を休んだ日が連続3

日間あったうえで、4日目から支給されます。支給期間は支給開始から
1年6月が限度です。

 11 傷病手当金 

 傷病手当金がもらえないケースもある！ 
会社を休んだ期間について報酬を受ける場合は、傷病手当金は支給されませ
ん。
ただし、報酬の額が傷病手当金の額より少ないときは、差額が支給されま
す。
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Section

5
CHAPTER 6　健康保険法

死亡に関する保険給付

健康保険では、被保険者および被扶養者の死
亡について葬式代の補助として、埋葬料また
は埋葬費、ならびに家族埋葬料の支給を行っ
ています。

それぞれの要件や支給額について
みていくことにしましょう。

被保険者が死亡した場合、その被保険者により生計を維持されていた
埋葬を行う人に対して「埋葬料」として5万円が支給されます。

「埋葬費」は、死亡した被保険者により生計を維持されていなかった
親族や、友人・近隣者などが埋葬を行った場合に、実際に埋葬を行った
人に対して支給されます。支給額は埋葬料（5万円）の範囲内で、実際
に埋葬に要した費用です。

 1 埋葬料 

 2 埋葬費 
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被扶養者が死亡した場合、被保険者に対して、「家族埋葬料」として
5万円が支給されます。

 3 家族埋葬料 
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Sec 6

Section

6
CHAPTER 6　健康保険法

出産に関する保険給付

子どもを出産するときには、産婦人科のある
病院に入院するのが一般的です。その場合の
入院費用は高額になるケースが多く、経済的
負担の軽減を図るため、被保険者が出産した
ときは出産育児一時金を支給します。また、
被扶養者が出産したときは、家族出産育児一
時金を支給します。

出産前後の一定期間において、会社を休み報酬を受けられない場合に
は、被保険者の生活保障として出産手当金を支給する制度もあります。

「出産育児一時金」は、被保険者が出産した場合に、一時金として支
給されるものです。ここでいう出産とは、妊娠4月以上の分娩をいい、
妊娠期間が４月以上であれば、死産や流産、早産でも支給されます。
支給額は40万4千円ですが、産科医療補償制度に加入している医療
機関で出産した場合は42万円となります。

 1 出産育児一時金 

 双子などの多胎出産の場合 
多胎出産の場合、胎盤数にかかわらず、胎児数に応じた額の出産育児一時金
が支給されます。たとえば産科医療補償制度に加入している医療機関で双子
を出産した場合、支給額は84万円になります。
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被扶養者が出産したときは、被保険者に対して「家族出産育児一時
金」が支給されます。支給額は出産育児一時金と同額です。

被保険者が出産のため会社を休み、報酬を受けない場合、その間の生
活保障として「出産手当金」が支給されます。
支給期間は、出産の日（実際の出産が予定日より遅れた場合は出産予定日）
以前42日（多胎妊娠の場合は98日）から出産の翌日以後56日目までの間
で、労基法の産前産後休業期間にあたります。

 2 家族出産育児一時金 

 3 出産手当金 

予定日より1週間遅れて出産した場合板書
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CHAPTER 6　健康保険法　過去問チェック！

問1 　Section 1 2

常時10人の従業員を使用している個人経営の飲食業の事業所は強制適用事業所と
はならないが、常時３人の従業員を使用している法人である土木、建築等の事業所
は強制適用事業所となる。（H23-1C）

問2 　Section 1 5

被保険者の兄姉は、日本国内に住所を有し、主として被保険者により生計を維持し
ている場合であっても、被保険者と同一世帯でなければ被扶養者とはならない。
 （H29-2D改題）

問3 　Section 2 1

労働基準法に基づく解雇予告手当又は退職を事由に支払われる退職金であって、退
職時に支払われるもの若しくは事業主の都合等により退職前に一時金として支払わ
れるものは報酬又は賞与には含まれない。（H26-9A）

問4 　Section 2 2

標準報酬月額は、被保険者の報酬月額に基づき、50等級区分によって定められる
が、最低は第１級の58,000円であり、最高は第50級の1,390,000円である。
 （H22-8A改題）

問5 　Section 4 3

60歳の被保険者が、保険医療機関の療養病床に入院した場合、入院に係る療養の
給付と併せて受けた生活療養に要した費用について、入院時生活療養費が支給され
る。（H25-5B）

問6 　Section 4 6

被扶養者が保険医療機関等において、評価療養又は選定療養を受けたときは、その
療養に要した費用について、被保険者に対して家族療養費が支給される。（H26-5ウ）

問7 　Section 4 7

自宅において療養している被保険者が、保険医療機関の看護師から療養上の世話を
受けたときは、訪問看護療養費が支給される。（H25-4D）

問8 　Section 5 3

被保険者の被扶養者が死亡したときは、家族埋葬料として、被保険者に対して10
万円が支給される。（H24-7B）
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解答

問1  〇　飲食業は、非適用業種であるため、個人経営の飲食業の事業所は、
従業員の人数にかかわらず強制適用事業所にはなりません。また、法
人の事業所は、常時１人以上の従業員を使用している場合には、強制
適用事業所となります。

問2  ×　被保険者の兄姉は、原則、日本国内に住所を有するか、外国に留学
する学生等で主としてその被保険者により生計を維持している場合
は、被保険者と同一世帯に属していなくても、被扶養者となることが
できます。

問3  〇

問4  〇

問5  ×　入院時生活療養費の対象となるのは、療養病床に入院する「65歳
以上」の被保険者に限られます。

問6  〇

問7  ×　訪問看護療養費は、「指定訪問看護事業者」から訪問看護を受けた
場合に支給されます。保険医療機関から受けた場合は、療養の給付の
対象となります。

問8  ×　家族埋葬料の額は「５万円」です。
問9  〇

問9 　Section 6 3

出産手当金について、出産した場合において報酬の全部又は一部を受けることがで
きる者に対しては、これを受けることができる期間は、出産手当金を支給しない。
ただし、その受けることができる報酬の額が、出産手当金の額より少ないときは、
その差額を支給する。（H23-3C）



国民年金法
CHAPTER 7
入門講義編
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Section

1
CHAPTER 7　国民年金法

年金制度の概要

 1 年金制度の歴史

年金制度の歴史は、昭和16年に制定（施行は昭和17年）された「労働者
年金保険法」までさかのぼります。当初は工場で働く男性労働者を加入
対象としていましたが、その後、昭和19年に「厚生年金保険法」と名
称が変わり、いわゆるホワイトカラーの方や女性も対象となりました。

厚生年金保険は、会社に勤めている人を対象としていたため、自営業
者等についても年金制度を作るべきという声があがりました。そして、

 I 労働者年金保険法のスタート

 II 国民皆年金体制の確立

現在、年金といわれるものには、確定給付企
業年金や確定拠出年金などの私的年金と、国
が社会保障の給付として行う公的年金があり
ます。公的年金は２層構造になっており、原
則20歳以上のすべての国民が加入し、基礎
給付を行う国民年金と、それに上乗せして支
給される厚生年金保険があります。

Section １では公的年金の歩みについて、みていくことにします。
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年金制度は、本格的な高齢社会に対応すべく、昭和60年に大きな改
正が行われました（施行は昭和61年。この大きな改正をいわゆる「昭和60年改
正」といいます。昭和60年改正前を「旧法」、改正後を「新法」といいます。）。改
正前は、会社員は厚生年金保険に加入し、将来の年金も厚生年金保険制
度からもらい、自営業者は国民年金に加入し、将来の年金も国民年金制
度からもらうという、いわゆる「縦割り」の制度でしたが、改正によ
り、国民年金を全国民共通の「基礎年金」と位置付けることで、いわゆ
る「横割り」の制度としました。これにより、会社員は、国民年金と厚
生年金保険に加入し、将来の年金も、１階部分を国民年金（基礎年金）、
２階部分を厚生年金とする「２階建て」構成の仕組みになりました（自
営業者等については、国民年金のみに加入し、将来もらえる年金も国民年金のみに

なります。）。

 III 昭和60年の大改正

昭和60年の大改正板書

 公務員等の年金制度 
公務員等は、従来、共済年金に加入していましたが、改正（被用者年金一元化）
により、平成27年10月から共済年金が厚生年金保険に統合され、公務員
等についても会社員と同様厚生年金保険に加入することとなりました。

昭和36年に自営業者等を対象とした「国民年金法」が本格的にスター
トしたことにより、国民すべてがいずれかの公的年金制度に加入すると
いう「国

こく

民
みん

皆
かい

年
ねん

金
きん

体制」が確立しました。
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日本の年金制度板書

 2 現在の年金制度

現在の年金制度を図で表すと次のとおりです。
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国民年金とは？

我が国の公的年金制度は、20歳以上のすべ
ての国民が加入する国民年金と、会社員や公
務員が加入する厚生年金保険があります。人
は誰でも年をとります。年をとれば、若い頃
のように働けなくなり、収入を得る能力が低
下することもあるでしょう。また、病気やケ
ガによって障害を負ってしまったり、不幸に
も死亡してしまったりするリスクも負ってい
ます。

公的年金制度は、このようなリスクに対し、安心して暮らせるための
生活保障を行う仕組みとして、大きな役割を担っています！

 1 国民年金法の目的は？ 

国民年金は、憲法第25条第２項の理念に基き、老齢、障害または死
亡によって国民生活の安定がそこなわれることを国民の共同連帯によっ
て防止し、健全な国民生活の維持および向上に寄与することを目的とし
ています。

 憲法第25条第2項 
国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障および公衆衛生の向
上および増進に努めなければならない。
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 2 強制加入被保険者 

国民年金に加入する人を「被保険者」といい、この被保険者には、法
律上当然に被保険者となる「強制加入被保険者」と、強制加入被保険者
に該当しない一定の人からの任意の申出により被保険者となる「任意加
入被保険者」があります。
強制加入被保険者は、次のとおり３つの種類に分けられます。

「第1号被保険者」は、日本に在住する20歳以上60歳未満の人であ
って、第2号被保険者および第3号被保険者のいずれにも該当しないも
のです。ただし、厚生年金保険の老齢厚生年金などをもらえる人は第１
号被保険者から除かれます。

「第2号被保険者」は、会社員や公務員など厚生年金保険に加入して
いる人です。原則、年齢要件や国内居住要件はありません。

「第3号被保険者」は、第２号被保険者に扶養されている20歳以上
60歳未満の配偶者です。第２号被保険者と同様、国内居住要件はあり
ません。

 I 第1号被保険者

 II 第2号被保険者

 III 第3号被保険者
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国民年金の被保険者のイメージ板書

 3 任意加入被保険者 

次のいずれかに該当する人は、厚生労働大臣に申し出ることで被保険
者となることができます。

任意加入被保険者板書

 国民年金の実施者は？ 
国民年金の保険者は政府です。具体的な事務は、日本年金機構が行います
が、一部の事務については市町村長や特別区の区長などが行っています。
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保険料

国民年金の保険料は、第１号被保険者および
任意加入被保険者が個別に毎月納付しなけれ
ばなりません。それに対して第２号被保険者
および第３号被保険者は個別に納付する必要
はありません。それは厚生年金保険の保険料
の中に第２号被保険者および第３号被保険者
の国民年金の保険料が含まれており、直接的
には払っていなくても間接的には国民年金の
保険料を払っているからです。

そのため厚生年金保険の保険料は
高くなっているのです。

 1 国民年金の保険料の額 

１カ月の保険料の額は16,410円です〔平成31（令和元）年度の場合〕。
保険料は毎年度、名目賃金変動率（いわゆる賃金スライド）によって改定
され、その年の４月から適用されます。

 付加保険料 
第1号被保険者の公的年金はいわゆる1階部分の基礎年金しかありません。
そのため、将来の年金額を増やしたいという場合、任意に付加保険料を納め
ることができます。付加保険料は1カ月あたり400円で、保険料とあわせ
て納めることになります。付加保険料を納めた場合、老齢基礎年金に上乗せ
して付加年金が支給されます。
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 2 保険料の免除制度 

国民年金の保険料は所得に関係なく定額制のため、第１号被保険者の
中には、所得が低いなどの理由で保険料を納めるのが困難な人もいま
す。そこで、保険料の免除制度を設けています。

免除制度には、次の種類があり、その人の前年度の所得等により、使
える免除制度が異なります。

 保険料の免除の対象者は第1号被保険者のみ 
保険料の免除制度を利用できるのは、第1号被保険者のみです。第2号被保
険者や第3号被保険者は個別に保険料を納めていないため、免除の対象には
なりません。また、任意加入被保険者も免除の対象とはなりません。

 第1号被保険者の産前産後期間の保険料の免除 
平成31年4月1日より、第1号被保険者が出産する場合に、出産予定月の
前月（多胎妊娠の場合は出産予定月の3月前）から出産予定月の翌々月までの各月
の分の保険料が全額免除されることとなりました。
この条件で保険料が免除された月は、保険料納付済期間

4 4 4 4 4 4 4 4

に算入され、老齢基
礎年金の額を計算する際には、満額につながる1月として評価されます。
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 3 保険料の追
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保険料の免除制度を使った期間については、老齢基礎年金の額を計算
するときに、保険料を納めた期間よりも低く評価されてしまいます。ま
た、学生納付特例や納付猶予の期間は老齢基礎年金の額の計算にはまっ
たく反映されません。
そのため、免除期間については、将来、納めることができるようにな

った場合、免除期間の全部または一部について後から納付することを認
めています。これを保険料の「追納」といいます。

 追納期間に注意！ 
追納する場合、厚生労働大臣の承認を受ける必要があります。追納できる期
間は、承認を受けた月前10年以内の期間に限られます。

 4 保険料の前
ぜん

納
のう

 

保険料は、１カ月単位で納めるのが原則ですが、半年または１年、あ
るいは２年を単位に、前払いで納めることができます。これを「前納」
といい、前納した場合、保険料が割り引かれることになります。
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給付の種類

国民年金には、年をとったときにもらえる老
齢基礎年金、障害が残ってしまったときにも
らえる障害基礎年金、一家の生計の中心にな
っていた者が死亡した場合に遺族がもらえる
遺族基礎年金があります。また、それ以外に
第１号被保険者としての期間に基づいてもら
える独自給付や外国人が帰国した際にもらえ
る脱退一時金があります。

国民年金の給付の種類板書

 待っていてももらえない。請求が必要！ 
給付をもらうためには、請求が必要です。たとえば老齢基礎年金は原則65
歳からもらえますが、65歳になったからといって自動的に口座に年金が振
り込まれるわけではありません。厚生労働大臣に老齢基礎年金の請求をし、
厚生労働大臣が裁決することによって、もらうことができるのです。
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老齢基礎年金

老齢基礎年金は、年をとって働けなくなった
りして所得がなくなったことにより、生活の
安定がそこなわれることを防ぐための年金で
す。ただし、すべての国民がもらえるわけで
はなく、支給要件を満たしていることが必要
です。

老後の生活保障ですね！

 1 支給要件 

老齢基礎年金をもらうためには、65歳になっていることのほかに、
保険料を納付した期間（「保険料納付済期間」といいます。）と保険料が免除
された期間（「保険料免除期間」といいます。）を合計した期間が10年以上
必要です。
ただし、保険料納付済期間と保険料免除期間を合計して10年ない場

合でも、「合算対象期間」を入れて10年になれば、支給要件を満たすこ
とになります。
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 合算対象期間とは 
合算対象期間は、本人の責任によらず、制度の仕組みによって年金制度に加
入できなかった期間等について、不利益が生ずることのないよう、年金権や
公平性を確保する観点から設けられたもので、たとえば海外在住の日本人が
任意加入しなかった期間などが該当します。

老齢基礎年金の支給要件板書

 2 老齢基礎年金の額 

老齢基礎年金の額は780,900円×改定率です。これは、保険料の納
付済期間が480月（40年）ある人がもらえる金額です。保険料免除期間
や滞納期間がある人はこの金額より少なくなります。

 改定率とは？ 
改定率は、賃金スライドや物価スライドによって毎年度改定されます。この
改定率が変更されることによって年金額も毎年度改定されることになりま
す。
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 3 支給の繰上げ・繰下げ 

老齢基礎年金の支給開始年齢は、原則として65歳ですが、65歳にな
る前に請求すれば支給の開始を早めることができます。これを支給の繰
上げといいます。
また、逆に65歳から年金をもらわずに先延ばしすることもできます。

これを支給の繰下げといいます。

平成31（令和元）年度の年金額板書

 年6回、偶数月にもらえる 
年金は1年分をまとめてもらうのではなく、年6回に分けてもらう決まりと
なっています。具体的には、偶数月の15日に前2カ月分の年金がもらえる
ことになっています。

支給の繰上げは、65歳になる前に厚生労働大臣に支給繰上げの請求
をします。
ただし、繰り上げて年金をもらうと、年金額が0.5％×繰り上げた月

数分減額されてしまい、65歳になっても年金額が引き上げられること
はありません。

 I 支給の繰上げ



195

老
齢
基
礎
年
金

Sec 5

また、任意加入被保険者は支給繰上げの請求はできません。

老齢基礎年金の支給繰上げの例板書

支給の繰下げは、66歳以降に厚生労働大臣に支給繰下げの申出をし
ます。
繰り下げた場合、年金額は0.7％×繰り下げた月数分増額されます。

 II 支給の繰下げ

老齢基礎年金の支給繰下げの例板書
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障害基礎年金

障害基礎年金は、疾病や負傷により、心身に
一定の障害が残った場合にもらえるもので
す。支給要件として、初診日に国民年金の被
保険者等であったこと、障害認定日に障害等
級に該当すること、保険料の納付要件を満た
していることが必要です。

障害で働けない人のための
生活保障ですね！

 1 支給要件 

障害基礎年金をもらうためには、次の のすべての要件を満た
す必要があります。

障害基礎年金の支給要件板書
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 2 障害基礎年金の額 

障害基礎年金の額は、老齢基礎年金の満額と同じで780,900円×改
定率です。平成31（令和元）年度の年金額は、780,100円になります。
ただし、この額は、障害等級２級の年金額で、１級の場合は2級の年金
額の1.25倍となります。

子どもがいる場合には、子どもの扶養手当として子の加算額がプラス
されます。
ただし、子の加算額がつくのは、原則、子どもが高校を卒業するまで

となります。

 I 基本額

 II 子の加算

加算対象の子 加算額

１人目・２人目の子 １人につき224,700円×改定率

３人目以降の子 １人につき 74,900円×改定率
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遺族基礎年金

遺族基礎年金は、一家の生計の中心となって
いた人が死亡した場合に、その遺族がもらえ
る年金です。遺族基礎年金がもらえるのは、
配偶者または子どもに限定されており、配偶
者がもらう場合は、子どもがいることが条件
となります。また、遺族基礎年金の支給要件
として死亡した人の要件と遺族の要件があり
両方を満たすことが必要です。

遺族基礎年金は子育て年金で、
父子家庭または母子家庭のためのものです。

 1 支給要件 

遺族基礎年金の対象となる死亡した人については、死亡日において次
の ～ のいずれかに該当する必要があります。

遺族基礎年金をもらうには、死亡した人の要件、遺族の要件の２つを
満たす必要があります。

 I 死亡した人の要件
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遺族基礎年金をもらうことができる遺族は、死亡した人によって生計
を維持されていた配偶者または子で、かつ、次の要件に該当するもので
す。

 II 遺族の範囲

遺族基礎年金の被保険者等要件板書
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遺族の範囲板書

 「生計を維持されていた」とは 
「生計を維持されていた」とは、死亡した人と生計を同じくしていた人で、
年収が850万円未満の人が該当します。

 2 遺族基礎年金の額 

遺族基礎年金の額は、老齢基礎年金の満額と同じで780,900円×改
定率です。平成31（令和元）年度の額は、780,100円になります。また、
子どもの数に応じて子の加算額がつきます。

 I 配偶者に支給する場合

加算対象の子 加算額

１人目・２人目の子 １人につき224,700円×改定率

３人目以降の子 １人につき 74,900円×改定率
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子どもが１人の場合は、780,900円×改定率になりますが、子ども
が2人以上の場合、780,900円×改定率に次の額を加算した額を、子ど
もの数で割ったものが、１人あたりの年金額になります。

 II 子どもに支給する場合

子 ２人目以降の子の加算額

２人目の子 224,700円×改定率

３人目以降の子 １人につき74,900円×改定率
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第1号被保険者に対する独自給付

今までみてきた老齢基礎年金、障害基礎年
金、遺族基礎年金は、すべての被保険者がも
らえるものですが、国民年金にはこれ以外に
も、第１号被保険者期間がある人がもらえる
独自給付があります。具体的には付加年金、
寡婦年金、死亡一時金です。

外国人がなんら給付をもらうことなく、
帰国した場合に、保険料の掛け捨てに
配慮して脱退一時金を支給する

制度もあります。

 1 付加年金 

 2 寡
か

婦
ふ

年金 

「付加年金」は、付加保険料を納めた第１号被保険者が、老齢基礎年
金をもらうときにそれに上乗せされる年金です。付加年金の額は200

円×付加保険料納付済期間の月数です。

「寡婦年金」は、老齢基礎年金をもらうために必要な第1号被保険者
としての被保険者期間に係る保険料納付済期間と保険料免除期間を合算
した期間が10年以上である夫が、老齢基礎年金をもらう前に死亡した
場合に、保険料の掛け捨てにならないよう、妻がもらえる年金です。寡
婦年金をもらえる期間は、60歳から妻自身の老齢基礎年金がもらえる
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 3 死亡一時金 

「死亡一時金」は、保険料を36月分以上納付した人が老齢基礎年金
や障害基礎年金などをもらうことなく死亡した場合に、保険料の掛け捨
てにならないよう、一定の遺族がもらえる一時金です。
死亡一時金をもらえる遺族の範囲は、死亡した人の配偶者、子、父

母、孫、祖父母または兄弟姉妹で、死亡した人と生計を同じくしていた
人です。年齢要件は問いません。

寡婦年金板書

65歳までの間です。
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 4 脱退一時金 

外国人は、日本国内にいるときは、原則、日本人と同様に国民年金に
加入しなければなりません。しかし在留期間が短く、老齢基礎年金をも
らうだけの保険料納付要件を満たせない場合、せっかく納めた保険料が
無駄になってしまいます。
そこで、短期在留外国人が国民年金に加入（保険料納付済期間が6月以上）

したものの、なんらの給付をもらうことなく帰国した場合には脱退一時
金を請求することができるようにしています。ただし、次の人は脱退一
時金を請求することはできません。

脱退一時金を請求することができない人板書
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CHAPTER 7　国民年金法　過去問チェック！

問1 　Section 2 2

20歳未満の厚生年金保険の被保険者は、国民年金の第２号被保険者となる。  
 （H29-10C）

問2 　Section 3 

政府は、第１号被保険者と任意加入被保険者から国民年金の保険料を徴収するが、
第２号被保険者及び第３号被保険者から国民年金の保険料を徴収していない。
 （H24-1A）

問3 　Section 5 3

任意加入被保険者である者は、老齢基礎年金の支給繰上げの請求をすることはでき
ない。（H26-1A）

問4 　Section 6 2

平成31年度の障害等級１級の障害基礎年金の額は、780,900円に改定率を乗じて
得た額を100円未満で端数処理した780,100円の100分の150に相当する額である。
なお、子の加算額はないものとする。（H30-10C改題）

問5 　Section 7 2

子に支給する遺族基礎年金の額は、子が２人いるときは、780,900円に改定率を乗
じて得た額に74,900円に改定率を乗じて得た額を加算した額を２で除して得た額
となる。（H22-1E）

問6 　Section 8 2

寡婦年金の額の算定には、死亡した夫が第２号被保険者としての被保険者期間を有
していたとしても、当該期間は反映されない。（H24-4ウ）

問7 　Section 8 3

死亡一時金を受けることができる遺族は、死亡した者の配偶者、子、父母、孫、祖
父母、兄弟姉妹又はこれらの者以外の三親等内の親族であって、その者の死亡の当
時その者と生計を同じくしていたものである。（H28-5B）
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解答

問1  〇　
問2  〇

問3  〇

問4  ×　100分の150ではなく「100分の125」となります。
問5  ×　子に支給する遺族基礎年金の額は、子が２人いるときは、780,900

円に改定率を乗じて得た額に「224,700円」に改定率を乗じて得た額
を加算した額を２で除して得た額となります。

問6  〇

問7  ×　死亡一時金を受けることができる遺族は、死亡した者の「配偶者、
子、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹」であって、その者の死亡の当時
その者と生計を同じくしていたものです。





厚生年金保険法
CHAPTER 8
入門講義編
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Section

1
CHAPTER 8　厚生年金保険法

厚生年金保険とは？

厚生年金保険は、会社員や公務員を対象とす
る年金制度です。国民年金は、保険料の額も
将来もらえる年金額も定額となっています
が、厚生年金保険は、お給料の額に応じた保
険料を納め、将来もらえる年金額も、納めた
保険料額に基づいた額になります。

お給料に応じてもらえる年金額が決まるため、
「報酬比例」の年金といわれています。

 1 厚生年金保険法の目的は？ 

 2 適用事業所 

厚生年金保険法は、労働者の老齢、障害、死亡について保険給付を行
い、労働者と遺族の生活の安定と福祉の向上に寄与することを目的とし
ています。

厚生年金保険の適用事業所には、強制的に適用を受ける「強制適用事
業所」と、厚生労働大臣の認可を受けて適用事業所となる「任意適用事
業所」の２種類があります。
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次の ～ のいずれかに該当する事業所が強制適用事業所となりま
す。

 I 強制適用事業所

強制適用事業所板書

次の または の事業所は強制適用事業所ではありませんが、厚生労
働大臣の認可を受けて適用事業所とすることができます。

 II 任意適用事業所
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任意適用事業所板書

 3 被保険者 

厚生年金保険の被保険者は、本人の意思にかかわらず、法律上当然に
被保険者となるものと、任意に被保険者となることができるものに分け
られます。

適用事業所に使用される70歳未満の人で、適用除外（後記 4で学習し

ます。）に該当しない人です。

 I 当然被保険者

適用事業所以外の事業所に使用される70歳未満の人は、任意で厚生

 II 任意単独被保険者
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厚生年金保険では、被保険者が70歳になったときに資格を喪失しま
す。
しかし、70歳になったときに老齢厚生年金などがもらえない人は、

引き続き任意で厚生年金保険の被保険者となることができます。これが
「高齢任意加入被保険者」の制度で、なんらかの理由で公的年金の加入
期間が短かったり、保険料の未納期間が多い人などが該当します。

 III 高齢任意加入被保険者

任意単独被保険者板書

年金保険の被保険者となることができます。ただし、事業主の同意を得
ること、厚生労働大臣の認可を受けることが必要です。
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 被保険者の種別 
厚生年金保険の被保険者には4つの種別があり、会社員は第1号厚生年金被
保険者、国家公務員は第2号厚生年金被保険者、地方公務員は第3号厚生年
金被保険者、私立学校の教職員は第4号厚生年金被保険者といいます。

 4 適用除外 

適用事業所に使用される人であっても、次の から に該当する人は
厚生年金保険の被保険者としません。

厚生年金保険の被保険者としない人（原則）板書
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Section

2
CHAPTER 8　厚生年金保険法

保険料・標準報酬

厚生年金保険では、被保険者が受けている報
酬をもとに保険料および保険給付の額を計算
します。この計算の基礎となるものが、総報
酬です。総報酬制度では、被保険者の報酬の
額に基づいて標準報酬月額を、また、被保険
者の賞与の額に基づいて標準賞与額を決定
し、保険料および保険給付の額を計算しま
す。この標準報酬月額と標準賞与額をあわせ
て標準報酬といいます。この考え方は健康保
険法と同じです。

健康保険も厚生年金保険もともに会社員等が
加入する社会保険であるため、共通点も多いです！
もう一度、健康保険法に戻って確認しましょう。

 1 保険料の額 

保険料の額は、標準報酬月額および標準賞与額に、それぞれ保険料率
を掛けて計算します。
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 2 保険料率 

 3 保険料の負担割合 

厚生年金保険の保険料率は、原則として、1000分の183となってい
ます。

保険料は、事業主と被保険者が2分の1ずつ負担します。ただし、適
用事業所に使用される高齢任意加入被保険者については、保険料半額負
担を事業主が同意しない場合は、被保険者本人が全額を負担しなければ
なりません。また、適用事業所以外の事業所に使用される高齢任意加入
被保険者と任意単独被保険者の保険料は、原則どおり、事業主と被保険
者が２分の１ずつ負担します。

厚生年金保険の保険料板書
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 5 健康保険との違い

これまでみてきたように、保険料・標準報酬については、ほぼ健康保
険と同じなのですが、大きく違う点があります。それは、標準報酬月額
の区分と標準賞与額の上限額です。その点を整理しておきましょう。

健康保険 厚生年金保険

標準報酬月額 第１級（58,000円）～
第50級（1,390,000円）

第１級（88,000円）～
第31級（620,000円）

標準賞与額の上限 年度の累計額の上限は573万
円

標準賞与１回あたりの上限額
は150万円

 4 保険料の納付の仕組み 

毎月の保険料は、事業主が健康保険料とあわせて納付します。納付期
日は翌月末日で、事業主負担分と被保険者負担分の合計額を納めます。
一連の流れは、健康保険とまったく同じです。



218

Section

3
CHAPTER 8　厚生年金保険法

保険給付の種類

厚生年金保険の保険給付は国民年金と同様
に、年をとったときにもらえる老齢厚生年
金、障害が残ってしまったときにもらえる障
害厚生年金、一家の生計の中心になっていた
者が死亡した場合に遺族がもらえる遺族厚生
年金があります。

国民年金にもあった外国人が帰国した際に
もらえる脱退一時金の制度もあります。

 1 保険給付の種類 

厚生年金保険の保険給付には、次のものがあります。

保険給付の種類板書
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老齢厚生年金には、原則65歳からもらえる老齢厚生年金（これを「本
来の老齢厚生年金」といいます。）と、65歳未満の人がもらえる老齢厚生年
金（これを「特別支給の老齢厚生年金」といいます。）の２種類があります。
この２つの年金は別々の年金で、支給要件も異なります。特別支給の

老齢厚生年金は65歳になると受給権は消滅し、新たに本来の老齢厚生
年金を受けることになります。本来の老齢厚生年金は終身年金で、死亡
したときにのみ受給権が消滅します。

老齢厚生年金板書

 2    本来の老齢厚生年金と特別支給の老齢厚生年金とは？
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4
CHAPTER 8　厚生年金保険法

本来の老齢厚生年金

Section ３でも述べたように、老齢厚生年金
には２種類ありますが、まずは65歳からも
らえる本来の老齢厚生年金についてみていく
ことにしましょう。

 1 支給要件 

本来の老齢厚生年金は、厚生年金保険の被保険者期間が1月以上ある
人が、次の のいずれにも該当したときにもらうことができます。

本来の老齢厚生年金の支給要件板書

本来の老齢厚生年金は、
65歳から支給！
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 老齢基礎年金との関係 
保険料納付済期間、保険料免除期間および合算対象期間は、国民年金と同じ
です。老齢厚生年金は、原則として65歳から国民年金の老齢基礎年金に上
乗せする形でもらえるものなので、老齢基礎年金の支給要件を満たすことが
必要なのです。

 2 本来の老齢厚生年金の額 

厚生年金保険では、標準報酬の額によって納めた保険料が異なるた
め、保険給付の額を計算するときにも標準報酬をもとに計算していきま
す。

本来の老齢厚生年金の額の計算式板書
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 率が異なるのはなぜ？ 
平成15年3月までは、月の報酬に基づいて年金額を計算していましたが、
改正によって、平成15年4月から月の報酬だけでなく、賞与もあわせて年
金額を計算することになったため、平成15年3月までと、平成15年4月か
らで、計算方法が異なるのです。

 3 加給年金額 

加給年金額とは、扶養手当のことで、次の要件を満たす人には、本来
の老齢厚生年金の額に加給年金額が加算されます。

 I 支給要件

加給年金額の支給要件板書

 II 加給年金の額

加算対象者 加給年金額

配偶者 224,700円×改定率※

１人目・２人目の子 １人につき224,700円×改定率※

３人目以降の子 １人につき 74,900円×改定率※

※改定率は、国民年金と同じです。
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CHAPTER 8　厚生年金保険法

特別支給の老齢厚生年金

昭和60年改正前は、厚生年金保険の老齢年
金の支給開始年齢は60歳とされていました
が、改正により、老齢基礎年金の支給開始年
齢に合わせて、老齢厚生年金の支給開始年齢
を65歳に引き上げることとされました。特
別支給の老齢厚生年金は、支給開始年齢をス
ムーズに引き上げるために設けられた措置で
す。

特別支給の老齢厚生年金は、生年月日によって支給開始年齢やもらえる
額が異なるばかりでなく、もらうことができない人も存在します。

 1 特別支給の老齢厚生年金の仕組み 

旧法では、定額部分（生活最低保障部分）と報酬比例部分をあわせた額
の老齢年金を60歳から支給していました。それが、昭和60年改正によ
り支給開始年齢を60歳から65歳に引き上げることとなりましたが、突
然引き上げてしまうと、国民に大きな不利益を与えることになってしま
います。そこで、暫定的な措置として、60歳から「特別支給の老齢厚
生年金」を支給することにしました。その後、平成６年の改正により、
定額部分の支給開始年齢を段階的に引き上げ、報酬比例部分のみの特別
支給の老齢厚生年金に切り替えることとし、さらに、平成12年の改正
により、今度は報酬比例部分の支給開始年齢を段階的に引き上げ、最終
的に特別支給の老齢厚生年金を廃止することにしました。
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特別支給の老齢厚生年金のイメージ板書

 2 支給要件 

特別支給の老齢厚生年金をもらうことができるのは、次の ～ のす
べてに該当する人です。

特別支給の老齢厚生年金の支給要件板書

ただし、昭和36年4月2日以後生まれの人（第1号厚生年金被保険者の女

子については昭和41年4月2日以後生まれの人）は、支給開始年齢の引上げが
完了しているため、特別支給の老齢厚生年金をもらうことはできません。
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 3 支給開始年齢 

特別支給の老齢厚生年金は、生年月日に応じて、次のように支給開始
年齢が引き上げられていきます。
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 4 特別支給の老齢厚生年金の額 

特別支給の老齢厚生年金の額は、次のとおりです。

特別支給の老齢厚生年金の額板書

前ページの支給開始年齢の図でみたように、生年月日によって報酬比
例部分＋定額部分がもらえる人と、報酬比例部分のみもらえる人がいま
す。
そのため、年金額を計算するときは、報酬比例部分と定額部分を別々

に計算することになります。
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 特別支給の老齢厚生年金の額の注意点 
定額部分の計算では、標準報酬は使いません。そのため、在職中の給与に関
係なく、厚生年金保険の加入期間が長い人ほど、定額部分の額は多くなりま
す。

 5 加給年金額 

加給年金額の支給要件と額は、本来の老齢厚生年金と同じです。
ただし、報酬比例部分のみの老齢厚生年金には、加給年金額は加算さ

れず、定額部分がもらえる場合に加算が行われることになります。
そのため、報酬比例部分のみの老齢厚生年金をもらう人は、本来の老

齢厚生年金の支給が開始されたときから、加給年金額が加算されること
になります。
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CHAPTER 8　厚生年金保険法

障害厚生年金

国民年金では、保険料の納付要件等を満た
し、障害等級１級または２級に該当する障害
の状態に該当する人に対して、全国民共通の
障害基礎年金が支給されますが、初診日に厚
生年金保険の被保険者であった人には、障害
基礎年金に上乗せする形で障害厚生年金が支
給されます。また、障害等級が３級の人には
障害厚生年金のみが支給されます。

３級があるのが
障害厚生年金の大きな特徴です！
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 1 支給要件 

障害厚生年金の支給要件板書

障害厚生年金をもらうためには、次の   のすべての要件を満た
す必要があります。
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 2 障害厚生年金の額 

 3 加給年金額 

障害厚生年金の額は、障害等級に応じて次のように計算します。

障害等級１級または２級の障害厚生年金には、その受給権者によって
生計を維持されている65歳未満の配偶者がいる場合、加給年金額が加
算されます。
加給年金の額は224,700円×改定率となります。

障害等級 年金額

１級 本来の老齢厚生年金の額の計算式による額×1.25

２級・３級 本来の老齢厚生年金の額の計算式による額

 2級と3級は同じ額ですか？ 
基本となる年金額は同じです。ただし、障害厚生年金の受給権者に生計を維
持されている65歳未満の配偶者がいる場合、2級の年金には加給年金額が
加算されますが、3級には加算がありません。
また、3級は国民年金の障害基礎年金が支給されないため、国民年金と厚生
年金保険の合計額を比べると2級と3級では大きな差が出てきます。
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CHAPTER 8　厚生年金保険法

障害手当金

障害手当金は、初診日において被保険者要件
と保険料納付要件を満たしていたものの、障
害が軽いため、障害厚生年金をもらうことが
できない人に支給するものです。初診日から
５年以内に傷病が治っていることなど、障害
厚生年金とは異なる支給要件があります。

障害手当金は、一時金です！

 1 支給要件 

「障害手当金」をもらうためには、次の ～ のすべてに該当するこ
とが必要です。
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 2 障害手当金の額 

障害手当金の額は、障害等級2級の障害厚生年金の額の2年分です。
これを一時金として支給します。

障害手当金の支給要件板書
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CHAPTER 8　厚生年金保険法

遺族厚生年金

遺族厚生年金は、一家の生計の中心となって
いた厚生年金保険の被保険者等が死亡した場
合に、その遺族の生活を保障するために支給
するものです。遺族基礎年金は、母子家庭や
父子家庭に支給する子育て年金であるのに対
し、遺族厚生年金は、残された遺族の生活を
守るために支給する年金です。そのため、遺
族厚生年金をもらうことができる遺族の範囲
は、国民年金よりも広く、父母や祖父母さら
には孫にまで広がります。

兄弟姉妹については、独立して世帯をもつ
という考えのもと、遺族の範囲には含まれません。

 1 支給要件 

遺族厚生年金の対象となる死亡した人については、死亡日において、
次の ～ のいずれかに該当する必要があります。

遺族厚生年金をもらうには、死亡した人の要件、遺族の要件の２つを
満たす必要があります。

 I 死亡した人の要件
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遺族厚生年金の被保険者等要件板書

遺族厚生年金をもらうことができる遺族は、死亡した人によって生計
を維持されていた次の家族です。

 II 遺族の範囲
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配偶者と子は同順位ですが、両方がもらえるわけではなく、原則配偶
者が優先されます。

 III 遺族の順位

遺族の順位板書

 2 遺族厚生年金の額 

原則の遺族厚生年金の額は、次の計算式により算出します。

×
3
4

死亡した人の老齢厚生年金の
額を計算し算出した額

遺族 年齢・障害の要件

配偶者
妻 要件なし

夫 55歳以上

父母・祖父母 55歳以上

子・孫

 18歳の年度末までにある

または

20歳未満で障害等級１級または２級に該当

かつ
婚姻していない
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夫の死亡当時、子どものいない妻は、遺族基礎年金はもらえず、ま
た、子どものいる妻で遺族基礎年金をもらっている人でも、子どもが高
校を卒業し遺族基礎年金がもらえなくなってしまうと、もらえる年金は
遺族厚生年金のみとなり、低額になります。
そこで、中高齢の寡婦加算を行うことにより、年金額が低額になるこ

とを防止しています。

子どもがいない妻の場合の例板書

中高齢の寡婦加算の対象となるのは、遺族厚生年金をもらっている妻
で、次のいずれかに該当するものです。

 I 中高齢の寡婦加算の対象となる妻の要件
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中高齢の寡婦加算の加算期間は、妻が40歳に達したときから（40歳
以後に夫が死亡した場合はそのときから）65歳に達するまでの期間です。た
だし、その妻が遺族基礎年金をもらうことができる間は、支給停止とな
ります。

中高齢の寡婦加算の額は、次の計算式により算出します。

 II 中高齢の寡婦加算の加算期間

 III 中高齢の寡婦加算の額

中高齢の寡婦加算の対象となる妻の要件板書

×
3
4遺族基礎年金の額
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CHAPTER 8　厚生年金保険法

脱退一時金

脱退一時金は、厚生年金保険の被保険者期間
が短く、老齢厚生年金の受給資格期間を満た
していない外国人に対して、保険料の掛け捨
てに配慮して支給するものです。

 1 支給要件 

脱退一時金は、厚生年金保険の被保険者期間が6月以上ある外国人で、
老齢厚生年金の受給資格期間を満たしていないものに支給します。ただ
し、次の ～ のいずれかに該当するときは脱退一時金を請求すること
はできません。

日本にいるときは請求できず、
帰国後に請求することになります。
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脱退一時金を請求することができない人板書

 2 脱退一時金の額 

×平均標準報酬額 支給率※

※支給率は厚生年金保険の被保険者期間によって異なりますが、被保険者期間が
長いほど支給率は高くなります。

脱退一時金の額は、次の計算式により算出します。



240

Section

10
CHAPTER 8　厚生年金保険法

離婚時の年金分割

厚生年金保険では、夫婦が離婚した場合に、
一定の要件のもとで、厚生年金を夫婦で分割
することができる規定を置いています。年金
分割の方法は、夫婦の合意のもとに分割する
合意分割と、国民年金の第３号被保険者から
の請求により分割する３号分割の方法があり
ます。

分割の対象となる年金は報酬比例の部分に限られます。
定額部分や国民年金については分割の対象にはなりません！

合意分割 ３号分割

分割の請求者 夫または妻 国民年金の第３号被保険者のみ

当事者の合意 必要 必要なし

分割の割合 ２分の１が上限 ２分の１

 年金も財産のひとつ 
離婚時の年金分割は離婚が成立した日から2年を経過したときは請求するこ
とはできません。これは民法の財産分与の請求権が2年であり、年金も財産
のひとつと考えているからです。

離婚時に年金を分割する方法には「合意分割」と「3号分割」があり
ます。概要は次のとおりです。
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合意分割のイメージ板書
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CHAPTER 8　厚生年金保険法　過去問チェック！

問1 　Section 1 4

巡回興行などの所在地が一定しない事業所に使用される者は、その者が引き続き６
か月以上使用される場合であっても、厚生年金保険の被保険者とならない。（Ｈ25-1エ）

問2 　Section 2 3

被保険者及び被保険者を使用する事業主は、それぞれ厚生年金保険料の半額を負担
するが、事業主は自らの負担すべき保険料額の負担の割合を増加することができ
る。 （H25-7A）

問3 　Section 4 3

老齢厚生年金に加算される加給年金額の対象となる子が３人いる場合は、対象とな
る子が１人のときに加算される加給年金額の３倍の額の加給年金額が加算される。  
 （H26-5B）

問4 　Section 5 2

老齢厚生年金の受給資格要件を満たす65歳以上の者が老齢厚生年金を受給するた
めには、厚生年金保険の被保険者期間が１か月以上必要であり、同要件を満たす
60歳以上65歳未満の者が特別支給の老齢厚生年金を受給するためには、当該被保
険者期間が１年以上必要である。（H24-2D）

問5 　Section 6 1

厚生年金保険の被保険者であった18歳の時に初診日がある傷病について、その障
害認定日に障害等級３級の障害の状態にある場合には、その者は障害等級３級の障
害厚生年金の受給権を取得することができる。（Ｈ26-3Ｅ）

問6 　Section 7 1

障害手当金は初診日において被保険者であった者が保険料納付要件を満たしていて
も、当該初診日から起算して５年を経過する日までの間において傷病が治っていな
ければ支給されない。（Ｈ27-9Ｄ）
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解答

問1  〇　所在地が一定しない事業所の場合、保険料の徴収が困難になりま
す。そのため、使用される期間にかかわらず厚生年金保険の被保険者
としません。

問2  ×　保険料は、被保険者及び事業主がそれぞれ半額ずつ負担します。事
業主は自らの負担すべき保険料額の負担の割合を増加することはでき
ません。

問3  ×　子の加給年金額は、１人目、２人目の子は、224,700円に改定率を
乗じて得た額、３人目以降の子は74,900円に改定率を乗じて得た額
になります。

問4  〇　
問5  〇

問6  〇

問7  〇

問8  ×　老齢厚生年金の受給資格期間を満たしている人は、脱退一時金を請
求できません。

問7 　Section 8 1

20歳未満の厚生年金保険の被保険者が死亡した場合、死亡した者によって生計を
維持していた一定の遺族に遺族厚生年金が支給される。（Ｈ28-3ア）

問8 　Section 9 1

老齢厚生年金の受給資格期間を満たしているが、受給開始年齢に達していないた
め、老齢厚生年金の支給を受けていない日本国籍を有しない者は、脱退一時金を請
求することができる。（Ｈ26-4Ａ）





一般常識
CHAPTER 9
入門講義編
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Section

1
CHAPTER 9　一般常識

社労士試験の一般常識とは？

社労士試験の一般常識は「労務管理その他の
労働に関する一般常識」と「社会保険に関す
る一般常識」に大別されます。この科目の特
徴は法律以外の分野からも出題されるという
点です。具体的には労働統計や、厚生労働白
書さらには社会保険の沿革などです。出題範
囲が広いのでポイントをおさえて学習するこ
とが大切です。

 1 労務管理その他の労働に関する一般常識

「労務管理その他の労働に関する一般常識」は、おおむね次の内容か
ら構成されています。
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 2 社会保険に関する一般常識

「社会保険に関する一般常識」は、次の内容から構成されています。

 3 一般常識の攻略法

一般常識は出題範囲が非常に広く、どこから手を付けたらよいのかわ
からない方も多いでしょう。そこでまず過去にどのような分野から出題
されているかみてみましょう。
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 I 労務管理その他の労働に関する一般常識

平成 出題項目

26年 次世代育成支援対策推進法、雇用均等基本調査、毎月勤労統計調査

27年 中高年者縦断調査、雇用動向調査、仕事と介護の両立に関する企業アンケー
ト、就業構造基本調査

28年 就労条件総合調査、労使関係総合調査、労働組合活動等に関する実態調査

29年 雇用対策法、能力開発基本調査、平成28年の外国人雇用状況

30年 次世代育成支援対策推進法、人口動態統計、社会・人口統計体系

順位 法律 出題数

１ 労働契約法 48

２ 労働組合法 21

３ 最低賃金法 ７

４ 職業能力開発促進法 4

５ 男女雇用機会均等法 3

６ 労働者派遣法 2

６ 障害者雇用促進法 ２

【選択式出題実績】

【択一式　法律出題ランキング（過去10年）】
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 II 社会保険に関する一般常識

平成 出題項目

26年 児童手当制度、介護保険制度、協会けんぽの財政等（平成25年版厚生労働白書）

27年 社会保険労務士法１条、児童手当法１条、介護保険法１条、高齢者医療確保法
２条（基本理念）

28年 社会保障制度の変遷（平成23年版厚生労働白書）、児童手当法、国民健康保険法

29年 国民健康保険法１条、介護保険法、児童手当法

30年 介護保険法、児童手当法、確定給付企業年金法

【選択式出題実績】

順位 主な項目 出題数

１ 高齢者医療確保法 42

２ 社会保険労務士法 41

３ 介護保険法 39

４ 国民健康保険法 23

４ 社会保障制度・沿革 23

５ 確定給付企業年金法 19

６ 船員保険法 17

７ 確定拠出年金法 16

８ 不服審査機関等 11

９ 児童手当法 ６

【択一式　出題ランキング（過去10年）】
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出題実績からもわかるように法律、労働統計、白書などさまざまな分
野から出題されています。その中でも毎年必ず出題されているのが、法
律の分野です。まずは、法律の勉強から始めるのが効率的でしょう。そ
の際、出題頻度の高い法律や法改正が行われた法律から優先的に学習し
ていくのが重要です。法律をある程度学習できた後に白書、社会保障の
沿革、さらには労務管理と学習し、最後に基本となる統計や出題頻度の
高い統計をみていきましょう。労働統計は最新の統計が出る可能性があ
りますので、あまり早い時期に学習してしまうと、再度見直す必要がで
てきますので、注意が必要です。

一般常識の攻略法板書
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CHAPTER 9　一般常識

労務管理その他の労働に関する一般常識

 1 労働法規

「労働法規」は、労務管理その他の労働に関する一般常識の中でも中
心となるものです。本書では試験対策上、特に重要な労働法について、
その概要とおさえなければならないポイントを確認しておきましょう。

労働組合法の目的を規定している１条を確認しておきましょう。ま
た、「労働者」の定義や「労働協約」の規定も重要です。判例が出題さ
れることもありますので、過去問で確認しておきましょう。

労働契約法は、平成21年より毎年出題されており、まんべんなく学
習することが必要です。この法律は、労働契約の原則、労働者への安全
配慮義務に加え、就業規則の効力や懲戒・解雇、有期労働契約の期間の
定めのない労働契約への転換（一般に「有期労働契約の無期転換」といいま
す。）などについて規定しています。全体を通してしっかりと学習して
おきましょう。

男女雇用機会均等法（正式名称は「雇用の分野における男女の均等な機会及
び待遇の確保等に関する法律」といいます。）は、雇用の分野において男女の
均等な機会及び待遇の確保を図るとともに、女性労働者の就業に関して
妊娠中や出産後の健康の確保を図ることを目的としています。具体的に

 I 労働組合法

 II 労働契約法

 III 男女雇用機会均等法
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は、性別を理由とする差別の禁止、結婚・妊娠・出産等を理由とする不
利益取扱いの禁止、セクシュアルハラスメントやマタニティハラスメン
トの防止措置などを規定しています。女性の雇用促進は労働力人口の減
少に伴ってますます重要になってきます。「育児・介護休業法」もあわ
せて学習しておくとよいでしょう。

最低賃金法では、最低賃金を時給によって定めており、使用者は、労
働者に対して最低賃金額以上の賃金を支払わなければなりません。ま
た、最低賃金には、「地域別最低賃金」と「特定最低賃金」があり、地
域別最低賃金は都道府県ごとに定められています。この法律も基本的事
項をしっかりと確認しておきましょう。

 IV 最低賃金法

労働者派遣法（正式名称は「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働
者の保護等に関する法律」といいます。）では、派遣労働者の保護を図るため
の規定が置かれています。具体的には、派遣受入期間の制限（原則、事
業所単位で３年、労働者個人単位で３年）や派遣元事業主（派遣会社）や派遣
先事業主が講ずべき措置などについて規定しています。この法律は条文
数が多いため、深入りせず基本的事項をおさえるようにしていきましょ
う。

 V 労働者派遣法

障害者雇用促進法（正式名称は「障害者の雇用の促進等に関する法律」とい
います。）は、障害者の雇用促進のため措置を通じて、障害者が職業生活
において自立し、職業の安定を図ることを目的としています。
その施策として、事業主に対し障害者に対する差別の禁止や雇用の義

務を課しています。雇用の義務については「法定雇用率」が平成30年
４月１日に引き上げられ、民間企業の場合2.2％となりました。さらに

 VI 障害者雇用促進法
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平成33（令和３）年４月までに0.1％引き上げられ2.3％になります。

法定雇用率板書

労働施策総合推進法（正式名称は「労働施策の総合的な推進並びに労働者の
雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律」といいます。）は、働き方改革
の総合的かつ継続的な推進を目的に、従来の「雇用対策法」から法律名
を改称したものです。具体的には、必ずしも雇用契約によらない働き方
も含めた「多様な労働参加」を可能とすることや、「職業生活の充実」
「労働生産性の向上」といった「働き方改革」の主要施策を盛り込みな
がら、より広く「労働施策」全般にわたり、総合的な施策を継続的に展
開していくことを目指しています。

 VII 労働施策総合推進法

 2 労務管理

「労務管理」とは、経営者が従業員の職務能力を長期にわたって維持
し向上させる一連の施策のことです。
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労務管理とは板書

本書では労務管理の中でも重要なものについて確認しておきましょ
う。

企業にはさまざまな職務がありますが、その職務について課せられて
いる仕事内容を洗い出し、その職務に要求される知識や能力、負荷等を
明らかにすることを「職務分析」といいます。そして職務分析によって
得られた情報に基づき職務の相対的価値を評価し、ランク付けをするこ
とを「職務評価」といいます。
また、人事情報として、従業員の職務能力、勤務態度、勤務成績等を

上司が客観的に評定する制度を「人事考課」や「査定」といいます。人
事考課の目的として、昇給、賞与査定、教育訓練、人事異動等に活用さ
れることがあります。

 I 職務・人事情報
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従業員に一定の資格（序列）を与えて、昇進、昇格、賃金決定等の基
準とする制度を「資格制度」といいます。勤務年数や年齢を資格として
決定するものを「属人資格」といい、職務遂行能力の程度によって決定
するものを「職能資格」といいます。

 II 資格制度

企業が従業員に対して実施する教育訓練として「OJT」と「OFF-JT」
があります。

 III 教育訓練

OJTとOFF-JT板書

賃金体系の中心となるのは「基本給」です。基本給は個人的要素（学
歴、年齢、勤続年数等）と職務遂行能力、職務の相対的価値の３つの要素
により決定されます。個人的要素が強ければ「属人給」、職務遂行能力
によって決定されれば「職能給」、また、職務の相対的価値により決定
されれば「職務給」となります。

 IV 賃金体系管理
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定年後も引き続き従業員を雇用する制度を「継続雇用制度」といい、
この制度には「再雇用制度」と「勤務延長制度」があります。

 V 退職管理

退職管理板書

 3 労働経済

社労士試験ではさまざまな労働統計が出題されますが、まずは出題頻
度の高い統計や基本書に載っている基本的な統計から学習していきまし
ょう。
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過去に出題されている統計も確認しておきましょう。

おさえておきたい統計板書
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Section

3
CHAPTER 9　一般常識

社会保険に関する一般常識

この科目は法律からの出題が多いため、まずは社会保険法規をしっか
りと学習していきましょう。社会保険法規は、「労務管理その他の労働
に関する一般常識」の法律や統計に比べて比較的基本的な問題が多いの
が特徴です。したがって、「労務管理その他の労働に関する一般常識」
より「社会保険に関する一般常識」を優先して学習をスタートするのが
効率的かもしれません。

 1 社会保険法規

国民健康保険は自営業者や農業者などが加入する医療保険制度です。
運営（「保険者」といいます。）は都道府県等が行う国民健康保険と、同種
の事業や業務に従事する者で組織する国民健康保険組合があります。国
民健康保険の保険者は、平成30年４月１日より大きく変わりました。
これまでは市町村が保険者となり運営していた「市町村国民健康保険」
でしたが、都道府県も市町村とともに国民健康保険を実施することが義
務付けられ、「都道府県等国民健康保険」となりました。

 I 国民健康保険法

船員保険は、船員が加入する保険で、この保険制度から健康保険とほ
ぼ同様の保険給付を受けることができます。さらに、労災保険の上乗せ
給付や行方不明手当金など船員保険独自の保険給付も行っています。

 II 船員保険法



260

高齢者医療確保法（正式名称は「高齢者の医療の確保に関する法律」といい
ます。）は、後期高齢者のための独立した医療保険制度（「後期高齢者医療
制度」といいます。）について規定しており、原則75歳以上の人は、後期
高齢者医療制度から医療を受けることになります。
この法律では、高齢者を前期高齢者（65歳以上75歳未満）と後期高齢

者（原則75歳以上）に区分しています。前期高齢者についてはこの年齢
の加入者が少ない保険者（協会けんぽや健康保険組合、共済組合など）から拠
出金を徴収し、逆にこの年齢の加入者が多い都道府県等国民健康保険に
交付金を交付することによって、保険者間の財政の不均衡を調整してい
ます。

 III 高齢者医療確保法

介護保険法では、要介護状態や要支援状態になった場合に介護給付や
予防給付（「訪問介護」など）を支給することを規定しています。
介護保険の被保険者は、第1号被保険者（市町村に住所を有する65歳以

上の者）と第2号被保険者（市町村に住所を有する40歳以上65歳未満の医療保

険加入者）に分かれ、介護給付等を受ける際には、市町村の認定を受け
なければなりません。

 IV 介護保険法

児童手当法では、児童を監護し生計を同じくしている父母等に対して
児童手当を支給することを規定しています。
児童手当は月を単位として支給し、毎年2月、6月、10月の3回に分

けて4か月分をまとめて支給しています。

 V 児童手当法

児童の年齢 １人あたりの月額（原則）

３歳未満 15,000円

３歳以上小学校修了前 10,000円（当該子が第３子以降の場合は15,000円）

小学校修了後中学校修了前 10,000円
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確定拠出年金法は、少子高齢化の進展や高齢者の生活の多様化などを
考慮して、国民年金や厚生年金保険の給付に上乗せすることにより、高
齢期の所得を確保し、国民の生活の安定と福祉の向上に寄与することを
目的としています。
確定拠出年金制度には、個人で加入する「個人型」と企業が実施し従
業員が加入する「企業型」の２種類があります。個人型は自営業者など
国民年金の第1号被保険者だけでなく、公務員や専業主婦なども加入す
ることができます。この年金は、納めた掛金をもとに自分で金融商品を
選び運用する自己責任の年金です。したがって、納めた掛金が同じでも
運用方法によって高齢期に受け取る年金額に差が出てきます。

 VI 確定拠出年金法

確定給付企業年金法は、少子高齢化の進展や産業構造の変化などを考
慮して、事業主が従業員と給付の内容を約束し、高齢期にその内容に基
づいた給付を受けることができるようにすることを規定しています。確
定給付企業年金は、厚生年金保険の給付に上乗せすることにより、高齢
期の所得を確保し、国民の生活の安定と福祉の向上に寄与することを目
的としています。

 VII 確定給付企業年金法

確定給付企業年金は、厚生年金保険の適用事業所の事業主が実施する
もので、「規約型」と「基金型」があります。この年金は、事業主が従
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本試験では、社会保険法規以外にも社会保障の沿革や、厚生労働白書
などからも出題されます。また、社会保障審議会で議論されているテー
マに係る問題が出題されることがあります。
日頃から新聞等に目を通すことも大切ですが、効率的に学習するため

に、一般常識対策用の書籍やＴＡＣの一般常識セミナー等を受講し、ポ
イントを絞って学習することをお勧めします。

社会保険労務士法は、社労士の職責や業務、資格や登録の方法につい
て規定しています。また、社労士としての義務や懲戒処分、社労士法人
についても規定しており、試験対策としてだけでなく、社労士となった
後も関わってくる重要な法律です。

 VIII 社会保険労務士法

 2 社会保険の動向

業員と給付の内容を約束し、高齢期に従業員がその内容に基づいた給付
を受けることができようにするもので、「受給権の保護」を目的として
一定のルールを規定しています。
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CHAPTER 9　一般常識　過去問チェック！

問1 　Section 2 1

労働契約法によれば、使用者は、労働契約に特段の根拠規定がなくとも、労働契約
上の付随的義務として当然に、安全配慮義務を負う。（H30-3イ）

問2 　Section 2 1

最低賃金法第３条は、最低賃金額は、時間又は日によって定めるものとしている。  
 （H29-2ア）

問3 　Section 2 3

「平成27年就労条件総合調査（厚生労働省）」によれば、フレックスタイム制を採用し
ている企業割合は、３割を超えている。（H28-4C）

問4 　Section 3 1

国民健康保険を行うことができるものは、市町村及び特別区のみである。（H25-7A）

問5 　Section 3 1

介護保険法によれば、市町村（特別区を含む。以下同じ。）の区域内に住所を有する65歳
以上の者を第１号被保険者という。（H24-7A）

問6 　Section 3 1

確定拠出年金法は、平成13年６月に制定され、同年10月から施行されたが、同法
に基づき、個人型年金と企業型年金の２タイプが導入された。（Ｈ24-8Ｃ）
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解答

問1  〇　労働契約法５条は「使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生
命、身体等の安全を確保しつつ労働することができるよう、必要な配
慮をするものとする。」と、使用者の安全配慮義務を定めています。

問2  ×　最低賃金額は、「時間」によって定めるものとされています。
問3  ×　最新の「就労条件総合調査（平成30年）」によれば、フレックスタ

イム制の採用割合は5.6％で、３割を超えていません。
問4  ×　国民健康保険は、都道府県が市町村（特別区含む）とともに行う国

民健康保険と国民健康保険組合が行う国民健康保険があります。
問5  〇

問6  〇
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